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マ レ ー シ ア の籾殻発電 に関する基礎研究

朴 恵淑 ･ 荒井 茂夫 ･ 宇都宮陽二朗 ･ 中川 正 ･

福田 和展 ･ 鹿嶋 津 ･ 西村 智朗 ･ 宮岡 邦任 ･ 上野 達彦

1 . はじめ に

日本の 電力会社は地球温暖化対策の
一

環 と し て ､ 自然 エ ネ ル ギ
ー

に よ る発電を全電力量の

10 - 1 5 % を占める義務か課せ られ て い る｡ 1 9 9 7 年 の 温暖化防止京都会議 ( c o p s) で の ｢ 京

都議定書｣ に より､ 日本は､ 2 0 0 8 - 2 0 1 0 年ま で に 1 99 0 年 に比 べ て 二酸化炭素量を 6 % 削減す

る義務が生じて い る｡ しか し､ 産業部門をは じめ運輸 ､ 民生 部門に おける大幅な 二酸化炭素の

増加に よ っ て ､ 目標 の達成は極め て難しくな っ て い る｡

中部電力は､ こ れ ま で に オ
ー

ス ト ラ リ ア に ゆかり の植林な どに よる共同実施行 っ て 釆た｡ ま

た
､ タ イ で の籾殻発電事業を通じた発展途上国とのク リ

ー

ン 開発メ カ ニ ズ ム ( C D M ) に よ る

ク レ ジ ッ トを貰う ことをも視野に入れた国際戦略に基づく積極的に取り組んで い る｡ しか し､

先進諸国との共同実施 (JI) に よ る 二酸化炭素削減の手法はク レジ ッ トが貰えな い
一

方 で ､ 発

展途上国と のク リ
ー

ン 開発メ カ ニ ズ ム ( C D M ) は 削減 に 伴うク レジ ッ トを貰う こ とか ら､ 今

後､ 発展途上 国と の C D M に つ い て さまざま な工夫が必要不可欠とな っ て い る｡

中部電力は､ 東南 ア ジ ア の稲作から出る籾殻の燃焼を利用した バ イ オ マ ス発電の実験的な取

組をタイ に お い て行 っ て い る｡ こ れ ま で に マ レ
ー 半島をはじめ､ 東南 ア ジ ア諸国は､ 稲 の収穫

に伴う多量の籾殻の処分に悩まされ て きた｡ 稲作を中心 とす る東南ア ジ ア の稲作から出る籾殻

は
､
そ の供給が充分で安定して い る こ とか ら バ イオ マ ス発電の燃料供給源とし て有効な価値を

有す る ことか ら､ 今後そ の重要性が増す と考え られ る｡

本研究は､ マ レ
ー

シ ア に お ける籾殻発電の 可能性に つ い て ､ 人文 ･ 社会 ･ 自然科学の分野を

横断的に繋ぐ学際的 ･ 総合環境学的観点から考察する こ とを目的として い る｡ 具体的に ､ マ レ
ー

シ ア に お ける稲作の 状況や ､ 籾殻の 扱 い ､ 安定供給の た めの 経済 ･ 社会 シ ス テ ム の特性などを

把握す る第 1 段階として ､ 自然環境の バ ッ ク グ ラ ウ ン ドで ある地形､ 気候 ･ 水文学的特徴を掴

む こ とや､ 人文社会的背景と して ､ 政治 ･ 文化 ･ 産業 ･ 農業 ･ c D M の 可能性 に つ い て マ レ
ー

シ ア で の 基礎調査を実施し､ 資料収集や現地の 専門家や行政担当者か らの ヒ ア リ ン グを行 っ た

結果をま とめたもの で ある ｡

2 .
マ レ ー シ ア北部 K E D A R 低地 の地形

(1) は じめ に

3 月 1 日 セ ン ト レ ア を立 ち､ S i n g a p o l e ､ K u al a L u m p u r を乗り継ぎ､ Pi n a n g 空 港 に到着し

た ｡ 翌 日 Pi n a n g か ら北方 ､ 約 8 0 k m 離 れ た A l o r S t a r へ タク シ
ー

で 移動した｡ 高速道路で ､

途中休憩を交え約 2 時間程度の距離で ある ｡ 途中で見た丘陵地の ほとん どは O il p al m に 利用

され
､
そ の 中に プ ラ ン テ

ー

シ ョ ン の就労者住宅ら しき集落が散見された｡ マ レ
ー

半島中南部の

山地に 多い ゴ ム は高速道路沿い の丘 陵地に は認められな い ｡ 区画整理 された平野部に は調査を

- 1 -



人文論叢 ( 三 重大学) 第2 3 号 2 0 0 6

実施した乾季の 3 月 で は p a d i の 切株が認め られる の み で ある｡ 現在の 二期作は､ 杉本 (19 8 2)

及 び野崎 (1 98 6) に よ れば ､ 組織的に は第 2 次大戦中に現地日本軍政府が半強制的に台漕を種

籾を作付する など に よ っ て 開始させたが､ 1 9 4 4 年の 乾季作で は失敗 したが翌 4 5 年 に は成功す

るな ど
､ 失敗と成功が半ば したが､ 本格的な 二 期作の導入は 1 9 7 0 年代とされる ｡

(2) K e d a r 低地とそ の周辺 の地形

pi n a n g 島 の砂塀上 に 発達す る G e o r g e T o w n か ら半島 へ ば橋をわ たり ､ 対岸 の マ レ
ー

半島部

の B u t t e r w o r t h か ら高速道路を A l o r S t a r へ 向か い北上するが､ 途中の B u tt e r w o r th か ら 30 余

k m 付近 に位置す る標高 3 ,9 9 2 f e e t の G .J e r ai 山 ( 写真 1) の 東麓丘 陵地帯を越えると K e d a r 低

地 に入る｡ こ の山地の東の丘陵地を通過す る高速道路沿い の小露頭に は ラ テ ライ ト土壌が ､ 比

較的大きな露頭で は山地の基盤をなす砂岩や頁岩が顔を出して い る (写真 2) ｡ G .J e r a i 山 は こ

れら の構成層と酸性火成岩の質入か らな るが ､ 山体 の高所は主 に貫入岩か ら構成され て い る ｡

y a n 集 落 に臨む G .J e r a i 山北西部の標高 60
- 7 0 m 付近 に認められる緩傾斜面は沖積低地 と

は急崖で 隔され ､ 海岸段丘面と推定される ｡ こ の Y a n か ら北方の K a n g a r に か け て は約 75 k m

の 平滑な砂質海岸 をなす K e d a r 低 地 が広が る ｡ こ の 平 野は東 の タ イ 国と の 国境を な す

N a k a w a n 山地及び K e d a h 山地 に 限られ､ 平野 の東西距離は北部で は 16 k m ､ J it r a で 2 0 k m ､

A l o r S t a r で 2 6 k m ､ 南 の Y a n で 1 3 k m を 有し､ や や短冊状の 平面形をなす ｡ な お､ 日本 で 同

様の輪郭をなす海岸平野と して ､ 九十九里平野が考えられる ｡ 九十九里平野を時計回りに丁度､

90 度近く回転させた状態を想定すれば凡そ の 地形を理解で きよう ｡

上部第 3 系の 頁岩､ 砂岩 ､ 磯岩や古生代石炭紀の砂岩を伴う千枚岩､ 粘板岩､ 頁岩からなる

N a k a w a n 山地及び中生代三畳紀の砂岩 ､
シ ル ト岩 ､ 頁岩 の混合層 ､ 主 に流紋岩と凝灰岩の火

成岩､ 下部 で石灰岩及び磯岩 ､
チ ャ ー トよ りな る K e d a h 山地と k e d a r 低地と の境界部に は粘

土
､
シ ル ト及 び硬か らな る堆積岩 や変成岩が 分布 す る ｡ 標高 3 0 f e e t 以 下 の 平野部 に は

A l o r S t a r 北東部 で沖積面と比高 21 0 m 余を有する三畳紀やペ ル ム紀 の石灰岩か らなる丘が散

在す るが､
一

般 に海陸成の粘土及びシ ル ト､ 砂､ 磯 を伴う ピ - トか ら構成され る｡ こ の 海岸平

野 ( 沖積低地) は ､ 主 に水田 に 利用され て い るが ､ 1 9 5 6
- 5 7 発行の 地形図に よると､ 濯概用

水路が張り巡らされ ､ 既 に 区画整理 が実施さ れ て い る ｡ 1 9 4 2 - 4 3 ( 昭和 1 7
,
1 8 年) に現地日

本軍政府が英領 マ レ
-

植民地作製の 63 ,3 6 0 分 の 1 地形図の 応急修正 に より作製した 5 万分 1

地形図 (所謂外邦図) で も､ す で に K e d a r 低地 の K a n g a r 付近 で は濯概用水路が認め られ､

早期か ら地形の 人工改変が進んで い た こ とが示され て い る ｡

3 月 3 日 - 4 日 の K e d a r 事務所とJ E T I 精米工場訪問の 際に車中よ り観察した
一

瞥で は､ 調

査範囲が 限られ ､ 群盲象を撫で る の 観が あるが ､ 地形図そ の 他資な らび に そ の 解釈を加え

K e d a r 低地と そ の 周辺 の地形 ､ 特 に平野部の微地形の発達の 2 , 3 に つ い て 以下に記載す る こ

と に した い ｡ 本記載は地形発達に 関する予察で あり､ 今後の十分な現地調査に より､ 情報を収

集し､ 検討を加える必要がある｡

A l o r S t a r を 中心 とす る K e d a r 低地は東側の 標高 12 0 - 1 4 0 m 余の 丘 陵や A l o r S t a r の 北西

1 8 - 2 2 k m 及 び 9 k m に 位置する G . K e ri a n g ､ 三 角点 7 14 (2 3 5 m ) な どの 数個の孤立 丘 を除

くと 50 fe e t 以下 の きわめ て 低平な沖積低地をな し､
一

般に 水田 に利用され て い る ( 写真 3) ｡

こ れ ら の 丘 陵は､ 北部は P e r m i a n ､ 南部 で は T ri a s si c の 石灰岩より構成され ､
い ず れ の 丘 も

､
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石灰岩の孤立峰をなし､ 所謂､ H a ァs t a c k と推定される ｡ 東側の N a k a w a n 山地 の 山麓部をなす

丘 陵の 周辺 は 50 - 1 0 0 f e e t の 高度 に あり ､

一

般 に ､ 樹木畑とし て 利用されるが ､ 上 記の Y a n

付近 に 見られ る海岸段丘 と同様の 段丘 が発達して い る と推定される ｡ Y a n 付近と同様､ 本地

域の 今後の精査が必要で あ ろう｡ こ れ ら の 丘陵部の 山地斜面の 標高 1 50 f e e t 以上 で は
一

般 に

J u n g l e を なす ｡

こ の K e d a r 低地 の 土壌は野崎 (1 98 6) に よれ ば､ モ ン モ リ ロ ナ イ ト系粘土鉱物を多量に含

む重粘な海成土壌で ､ 酸性が強く､ 酸性硫酸塩土壌で あるとされ て い るが ､
5 0 万分 の 1 土壌

図 (S o il S u r v e y D i v i si o n , 1 9 6 8) に よれ ば､ K e d a r 低地 の A l o r S t a r より北 の沖積土壌は､ 海岸

沿い の K e r a nj i か ら､ 内陸に 向か い ､
C h e n g ai ､ T el o k - G u a r ､ C h e n g a i 土 壌が ､

ほ ぼ M a l a y a n

R l y よ り東側で は河川氾濫原堆積物､ 低位河岸段丘堆積物の H u t a n - S e m b ri n 土 壌が発達する ｡

一

方 ､ A l o r S t a r の 南 で は､ 海岸沿い の K e r a nji か ら､ 内陸に 向か っ て ､
T e l o k- G u a r ､ C h e n g a i

土 壌が､ こ の 東側に は河川氾濫原堆積物､ 低位河岸段丘 とされる H u t a n - S e m b ri n 土 壌が発達

す る ｡ A l o r S t a r 南 部 で は海側 に C h e n g ai 土 壌を欠 き ､ 直 ち に T el o k- G u a r が 海岸沿い の

K e r a nji 土 壌 に続く｡ 土壌分布から判断す ると恐らく予想の とおりで あ ろうが ､
こ の T el o k-

G u a r 土 壌が他 に比較し て泥質で ､ 泥炭 に富み､ そ の 泥炭層の 層厚が大で あれ ば ラ グ
ー

ン堆積

物と解釈され る｡ こ の T el o k- G u a r が海岸 に近接する ことば ､
そ の 西側に発達した砂州が ､ 海

蝕 に よる海岸線の 後退に よ っ て ､
か っ て ラ グ ー

ン で あ っ た地域ま で ､ 侵蝕が及ん で い る こ とを

示して い る ｡ 全世界で 同時に生じた沖積世の 高海水準時を経て現海水準 へ の海面低下の過程の

中で ､
k e d a r 低地 ( 海岸平野) が形成され たが ､ 本平野の 表層土壌の 分布か ら平野内部に おけ

る地形変化の 地域差 (北部より南部の 海岸線が後退して い る こと) が示唆される｡

平野部の 海岸線に 着目する と､ 山地が海に せまるタイ国境より北側の タイ領で は烏肢状の三

角州が見られる｡
一

方 ､ K e d a r 低地 の南方に位置する S . K e ri a n の 形成 した平野で は弧状三角

州が発達して い る｡ 対照的に ､ こ の K e d a r 低地 の ほ ぼ 中央部を流れ る K e d a r 川の 形成す る現

三 角州 は ､ や や カ ス プ状 を な し ､ 尖角三 角州 と見る こ とが で き よう ｡ こ れ は ､ 東方 の

N a k a w a n 山地及び, K e d a h 山地や丘陵地を流れる小河川の 供給す る流出土砂量が少なく ､

一

方で は､ マ ラ ッ カ海峡の 沿岸流が強く土砂移動が相対的に著 しい ためと推定される｡

日本 で 同様の 輪郭をなす九十九里平野に 認められる な顕著な浜堤や砂丘地形は こ の K e d a r

低地 で は､ ほと ん どの 発達して な い よう で ある｡ K e d a r 低地 の濯減水路の発達に見るよう に英

領植民地時代､ 日本統治時代及びそ の 後の土地改良を受け平野部の地形の人工 改変が著しい こ

と にもよる ｡ 九十九里平野に お ける平野の微地形の 発達は､ 地殻変動もあるが､ 中緯度に位置

する日本が偏西風や顕著な冬季の 季節風の影響下に あり､ こ れ ら の微地形の発達に好条件で あ

る ことを示して い る｡ な お ､
九十九里平野北東部で ラグ

ー

ン を なす椿海が地形図上の土地利用

パ タ ー

ン と して認められたが ､
土地改良事業 (耕地整理) 後の編図で は不明瞭とな っ て い る｡

A l o r S t a r 付近 で ､
S . A . M e n g k u d e ､

S . K . S i m p a n g と S . B e s a r の 3 河流が合流 して K e d a r

川 と なるが､ こ れ ら の 川は ､ K e d a r 低地を西流し､ A l o r S t a r の 西 11 k m ( K u a l a K e d a h) で

M a l a c c a 海 峡 に注ぐ｡ こ の K e d a r 川 は東の 丘 陵地か ら平野に入る と曲流を開始し､ 旧河道跡

を示す湿地を両岸部に残 して い る｡ こ の平野の集落は､ K e d a r 川 に 限らず ､ 旧流路や川幅の狭

い現流路及び濯概用水路に 沿 っ て 発達 して い る｡ こ の よ う に ､ K e d a r 低地 ( 海岸平野) で比較

的大きな K e d a r 川 を は じめ､ 北部 の K a n g a r 付近を流れ る S . P e rli s な ど の小河川も同様 に曲

流を示し蛇行帯を形成するが ､
そ の 幅は K e d a r 川の 約 4 - 5 k m に 比 べ 狭く 2 k m 程度 しか な
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い ｡ 以上 の こ とか ら､ 土壌図で海成土壌 とし て
一

括 され て い る K e d a r 低地を西流する大小河

川の 蛇行帯で は､ 東部山地または丘 陵から運搬された河川堆積物や海成堆積物の再堆積物が海

成土壌の 上 に薄く堆積 して い ると推定される｡

K e d a r 川河口 の K u al a k e d a h より上流 4 . 5 k m に は 旧流路跡とは異な る比較的広い湿地が見

られる｡ 水 田 の 土地利用が煉瓦様 パ タ
ー

ン と し て地形図 (沖積低地) を
一

面 に覆う こ と､ 等高

線が 15 m 間隔で ､ 閉曲線や助曲線が
一

切 ､ 措 かれ て い な い ため､ 微地形の識別と発達を見る

ことは難し い が､ 西方 の海岸部の集落が海岸線に調和的な走行の 数列の 列村をなす こ とか ら､

数列 の砂丘ある い は浜堤の発達が推定され る｡ 以上 の こ とか ら､ K e d a r 川河口付近で も同様に

砂州または砂丘 の 発達とその 背後の ラ グ ー ンが発達した こ とが推定され ､
こ の 比較的広い 湿地

はか っ て の ラ グ ー ン の跡 と解釈され る｡ K e d a r 低地北西方の タイ国境付近の K a n g a r
-

P u l a u

P a y a の 海岸 に は ､ 現海岸線の 砂州の 背後 に湿地 の発達が明瞭で あり ､
K e d a r 低地 の K u al a

K e d a h 付近 の砂州や浜堤の発達の推定を支持して い る｡

こ の よう に ､ 平野部に は ､
砂州､ 浜堤や砂丘地形とそ の 間の疑問低地または後背湿地の発達

が予想されるが ､ 地形図の 表現の 差に より
､
日本 の 5 万分 の 1 地形図ほ どの情報量はなく､ 今

後
､
航空写真判読を加えた解析と現地調査を行い ､ K e d a r 低地 の地形発達を明らか にす る必要

があ ろう｡

3 . マ レ ー シ ア の水文環境の概要

(1) は じめに

マ レ
ー

シ ア の 国土 は､ 大 きく マ レ ー 半島部分とボ ル ネオ ( カ リ マ ン タ ン) 島部分に分かれ て

おり､ そ の 他の 周辺 島喚部とあわせた面積は､ 3 3 万 k m
2

で あ る｡ 近年 の 産業形態は､
一

次 産

品の輸出から工業 へ と比重が移 っ て き て い る ｡ しか しなが ら､ 現在で も
一

次産業に依存する部

分は大きく､ 現在
一

次産品として は
､ 農産物で は米や ト ウ モ ロ コ シ な どの 自給作物と､ ゴ ム ､

パ ー ム 油､ 木材などの 商品作物が生産され て おり､ 地下資源で は錫 ､ 石油､ 天然ガ ス な どが産

出され て い る ｡ 自然資源や自然環境に依存する部分が大きい マ レ
ー

シ ア の産業形態を考えたと

き
､
近年の 地球温暖化に よる降水量の 変化に伴う農業 へ の影響や､ 継続的な地下資源の採集に

よる埋没資源残存量の 問題な ど､ 将来 に 向けた持続的な経済活動を視野に入れたとき､ 今後､

種 々 の 対策を講 じる際の 基礎デ
ー タ と して現時点で の 自然環境の実態に つ い て解明す る こ とば

極め て 重要な課題で あると い える｡ 以上 の ような背景から､ 本稿 で は マ レ
ー

シ ア の自然環境に

つ い て ､ 主 に水文地形 ･ 水文地質 ･ 水文気象とい っ た水文環境を中心 に概略的 ･

予察的に紹介

する｡

(2) 水文地形 ･ 水文地質

半島部は中央を南北に走る山脈と沿岸部に広が る平野か らなる ｡ 山地は北部の タイ国境か ら

南部の N e g e ri S e m b il a n に か け て 南北方向に分布して い る｡ 山地 の標高は北部地域で 3 ,0 0 0 m

を超えると ころがあるが ､ 全体的に は 2 00 - 1
,
0 0 0 m 程度の 丘 陵状の もの が多い ｡ ボ ル ネオ島 ･

サ ラ ワ ク､ サ バ 両州 は平均 40 0 - 9 0 0 m 程度 の 山地が分布 して い る｡ サ バ 州北東部に分布する

キ ナ パ ル山 (4 ,0 9 3 m ) は ､ 東南ア ジ ア で 最も高い 山で ある ｡ ボ ル ネオ島の マ レ
ー

シ ア領地域

に分布する平野は ､ 半島部の 平野と比 べ ると面積は狭い ｡

- 4 -
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写真 1 は ､ マ レ ー シ ア に お け る典型的な地形を示した も の で あ る ｡ こ れ ら の地形 の 形成は ､

地質 に依存して い る o 写真 1 - 1 ほ ､ 標高数百 m 程度の山地 の 様子で あ る ｡ こ の よ う な地形を

呈する地域 の 地質は ジ ュ ラ紀 の堆横岩 の 分布域と
一

致 して おり､ 半島 の西部地域にfi;く分布し

て い る o 写真1 - 2 は 石灰岩地域に見 られる地形で , 図 2 の 地質分布 の よう に 半島を南北に走

る山J派の 東側斜面に広く分布 し て い る ｡ 写真 1 - 3 は 花尚岩地帯に 見 られ る地形で あ る o 主 に

テ ィ オ マ ン 島を は し めと し た半島の 東部に み られ る o

J買1 2 の 地質分仙 こみ ら れ る よ う に ､ 半島部 の 地質 の ほ と ん ど は第凹紀およ び第三紀に形成さ

れ た 堆槍E
･

で あ る ｡ 半島 の 中央部を南北 に走 る山地 の
-

,% に 火山岩か分布して い る ｡ O o i

( 1 9 7 9) に よ れば ､ 半島部の 大部分は第三紀お よ び小生代に形成され た基盤で あり､ 第四妃に

形成され た 基盤は ､ 西部 の 沿岸部に分布す る程度で ある ｡ こ れ に対し, ボ ル ネオ島で は南西部

を中心 に沿岸部に 沿 っ て 広域的に 第四紀 の 地質が分布して おり､ さ ら に そ の 内陸に第三紀 の 地

質が 分 L̂i して い る ｡ 中生代 の 地質は内陸山地 の
一

部 に分布して い る程度で ､ 全体的に マ レ- 辛

島と比較して 相対的に 形成年代が 遅 い 地域で ある o

写真 1 - I 写真 1 - 2

写真 1 マ レ
ー シ ア にお ける典型的な地形
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(3) 水文気候 ･ 気象と河川 (水系) の 分布状況

気候は ､ マ レ
ー

半島は 高温多湿 の 熱帯 モ ン ス
ー

ン気候 で あ る ｡ 北東 モ ン ス
ー

ン の 吹 く 1 0 -

2

月 に多屋の 降水があり､ 特 に マ レー半島の 東海岸に 多い ｡ 南西 モ ン ス
ー

ン の 吹く 6 - 9 月 は 比

較的降水量は少なくなる｡ か) マ ン タ ン 島は 熱帯雨林気候で ､ 降雨形態は 短期間の うち豪雨と

な っ て 降る ス コ
ー

ル の 形が多 い ｡

河川 の 分布 ( 水系綱) を図 1 か ら み て み ると ､
ボ ル ネオ島 の 方が マ レー半島と比較して 相対

的に河川 の 流路長か長 い こ とか分かる ｡ こ の こ と ば ､ ボ ルネオ島に お い て , 地形の 開析かより

進ん で い る こ とを示して おり ､ 実際に 図 1 の 地形分布で は ､ ボ ル ネオ島の 方に 大規模な谷が 多

く分布して い るo こ れ ほ , 図 3 の 降水量分布に みられるよう に , ボ ル ネ オ 島の ほ ぼ 全域に お い

て 年間 3 ,0 0 0 T n l n を超える よ う な 降水量があり, 山地域に広域 に分布して い る千枚岩や 片岩と

い っ た変成岩が侵食され た た めと考え られる｡
一

方 ､ マ レ ー 半島部で は山地域に 大規模な ダ ム

湖が分布し て い るo こ の よ うなグ ム こ の 分布形態は ､ 半島部で はボ ル ネ オ 島と比較して相対的

に 降水量 か少なく河川流路長も短い た め ､ 降 っ た 両は短時間で流出して しま う こ と に起因す る

と考え られ る｡

ま た
, 図 4 に 示 し た よ う に ､ 大規模ダ ム湖 が分布する半島北容および北東部で は ､ 降水量 の

季節変化 か非常に顕著で あ り､ 乾季とは い わな い ま で も北東 モ ン ス
ー

ン が 卓越す る 1 月 ･ 2 月

に は か な り降水量が 少な い こ とが分かる (図 5) Q こ れ に 対し ､
ボ ル ネ オ 島で は北東部で 北東

モ ン ス
-

ン の 影響を若干受ける が , 降水量的に は 各月とも1 00 m m を超え て い る D 南西部で は

1 月 の月間降水量が 約 7 0 0 m m ､ 年間降水量 も約 4 ,0 0 0 m m もあ り , 多雨地帯とな っ て い るD

こ の よ う に降水量の 多 い 本地域で は
,
熱帯雨林とともに湿地も広域に分1rJ

-

して い る｡ 岡 6 は

マ レ
ー

シ ア に お ける湿地の 分布を示した も の で ある o ボ ル ネ オ島で は沿岸部お よ び内陸部に ,

- 6 -
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マ レ
ー

半島部で は 沿岸部を中心 に分布して い るo 降水量 の特 に多い ボ ル ネオ島中西部の 内陸に

は
､ 大規模な湿地 の分布が 認め られ る｡ 周辺 ほ 山地 に囲まれ ア ク セ ス か困難な こ とか ら ､ こ の

地域 は動橋物の 宝庫とな っ て い るo

(4) 土地利用と環境汚染

土地利用図を見ると ､ 水円 や 畑地 と して の 土地利用 は半島部で行われ て おり､ ボ ル ネ オ 島で

は ほ と ん ど行わ れ て い な い ｡ 一方 , 囲 6 の 湿地 の 分布を み ると､ マ レ
ー 半島部に おけ る湿地 の

分布両替は ボ ル ネ オ 島に おける分布面培と比較 して か なり少な い o こ の こ と は 米の大泊資地 で

あ る 大都市が 多く分布す る マ レ
ー

半島部で は , 元 々 湿地 で あ っ た と こ ろ が水田とし て 開拓され

D [ s TTl b LJll o n o 1 8 rl n U 41 r a l n l .i I

図 3 降水量 の分布
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占に 関す る 基 礎研究

た こ と を示唆し て い るG こ れ に 射しボ ル ネオ島で は , 湿地 は内陸の‥‖
'

tB 部や 郡市か ら遠 い沿岸

地域に 広く分布して おり
､
現時点で は コ タキ ナ パ ル を は じめとし た都市近郊に お い て 小規模な

水EII 耕作が展開され て い る以外は ､ 農地開拓が極め て 困難で ある こ とか示唆さ れ る o し か し な

が ら
, 本地域は

一

年 を通し て 降水題 が非常に多く支も温 が 高い た め ､ こ れ ら の 湿地を水田とし て

開拓し た場合､ 二 毛作 や
J

.期作とし て の 経常か可能で あ る こ とが考えられるo

写真 2 - 1 は マ レ- 半島打†岸平野部に 広 が る水田 の 様子で あるo 半島西部を南北に走る国道

や 高速道路に糾 っ て , 平野部 に は こ の よう7
L

i 風 景か広範囲で み ら れ る o 一方､ 畑地 は平野部か

ら丘陵地帯 - と広く分布して おり､ こ れ ら の 畑地 の 多くは パ
ー ム や し や ゴ ム の プ ラ ン テ ー

シ ョ

ン に な っ て い る ( 写真 2 - 2) 0

糾 7 の 土地利用分[r]J をみ る と､ 都市と水凹 は同じ系統 の 色で 分類され て い る ｡ 従 っ て
､
マ レ

ー

半島沿岸部に広か る赤く示さ れ た部分が す べ て水EEl と い う こ と で は な い が､ マ レ- シ 7 に お け

る経済お よ びE3 業活動 の 中心か同 じ地域に分布 して い る こ とが わか る ｡ こ れ ら の 地域で は河川

の 水質汚難が深刻に な っ て い る地域も存在す る o ほ と ん ど の 都市域の 河川 で水質 の 悪化か確認

され て おり､ 原凶 と して は特 に 上 場か ら の 排水に よるも の が多 い o こ れ ら の 河川 の rl11 に は ､ 河

川水 の 色 そ の も の が 黒く変わ っ て しま っ て い るも の もあ り､ そ の 対策か急がれる ｡ そ の 他 にも

郊外で は水門 ･ 畑地 に おける農薬や 肥料の 流= に よ る水質汚染か確認され て い る G

ま た ､ 魔性雨 の 問題t, 発生 して き て い る が ､
こ の 間題 に つ い て は ､ モ ン ス - ン に よ っ て イ ン

ドネ シ 7 ･ ス マ ト ラ島か ら運 ばれ て く るも の も あ る こ と か ら ､ 国際的な対策か必要に な っ て い

る ｡.

(5) おわり に

以上 ､
マ レ ー シ ア に お け る自然環境に つ い て 概略的に 示して き た ｡ マ レ

ー

半島地域とボ ル ネ

オ島地域で は､ 自然環境や人間生活､ 土地利用が大きく異な っ て お り ､
マ レ - 半島で は かなり

の 地域で 農耕地や工 繋地(i
.

どの 土地利和 が な され て おり ､
人間活動に よ る何らか の 環境負荷が

か か っ て い る こ と が 考え ら れ た o
一

方 ､ ボ ル ネ オ 島で ほ現時点で は 多く の 自然が残され て おり､

今後 こ れ ら の 環境保全を考え なが ら持続的な開発が期待される地域で あると考える こ とか で き

写真 2 -

1 写真 2
-

2

写真 2 平野 に広が る水田 (左) と丘陵地に広が る パ
ー

ム や し の プ ラ ン テ ー

シ ョ ン ( 右)
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シ 7 の 土地利用分布

るo そ の 第
一

段階と して ､ 既 に開発がなされ て い る マ レ
ー

半島に お ける種 々 の 土地利用 が さ れ

て い る地域を抽I
LJj し ､ 大気 ･ 土壌 ･ 水文な どの 環境に 関する実態の 解明を行う必要が あ るD こ

れ ら の結果は ､ 将来的に環境保全およ び 改善策を策定す る隙の 重要な基礎デ
ー タ と し て 利用で

き､ さ ら に ボ ル ネ オ 島に つ い て は､ マ レ
ー 半島に おける調査結果を参考に する こ と に より , 環

境保全と持続的開発 の 両面を意識した活動が可能に な る こ とが期待され るo

4 . マ レ
ー シ ア の政治 ･ 文化的特性

(1) マ レ
ー

シ ア の政治シ ス テ ム と政党

政体は立 憲君主制で ､ 元肖ほ 1 3 のり+l の ス ル タ ン が ス ル タ ン 会議に お い て 互選す るc_ 任期
は

5 年｡ 現 在の 元 削ま ベ リ ス 州 の ス ル タ ン ､ サ イ ド . シ ラ ジ ュ デ ィ ン で ､
2 0 0 1 年 に就任し, 第 1 2

代国王 と な っ た o 議会は 2 院政 で ､ 上院 7 0 議席 ( 内4 4 は 国 王任命､ 2 6 は 州議会の 指名､ 任

期 3 年) ､ 下院議席は 2 19 , 小選挙区制直接選挙で , 任期 5 年｡

2 0 0 3 年 1 0 月 ､ 2 2 年間同国を指導してき た マ - テ ィ
ー ル 首相 の 退任にともな い後継者と して

ア ブ ド ゥ ラ ･ バ グ ウ ィ 副首相か 第 5 代首相と な っ た o ア ブ ド ゥ ラ 首相 は ま た 与党第一党

U M N O ( 統
一

マ レー国民組織) の 主席 で もあり ､
連合与党 B N ( バ リ サ ン ･ ナ シ ョ ナ ル ､ 匡】

民戦線､ 英訳 は ナ シ ョ ナ ル ･ フ ロ ン ト) の リーダ
-

で も ある｡ B N は後述す る民族関係を反映

し
, 民族間の 利害調整と調和をめ ざす ｡ U M N O は マ レ

ー 人を代表す る政党で , 一貫して B N

の リ
ー ダで あ る o 華人社会を代表す る最大政党 は M C A ( マ レー シ ア華人協会) で あ る｡ /小党

- 10 -
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なが らゲ ラ カ ン ( 民政党) も参画し て い る｡ イ ン ド人社会を代表す る政党は M I C ( マ レ
ー シ

ア イ ン ド人協会) で ある ｡ 主 に こ の 4 党が連合与党と して 民族社会の 利害調整と調和政治を進

めて い る｡ 政策決定の 中心 はもちろん U M N O で あ るが ､
経済に 係わる側面､ 及 び対中国関係

に つ い て は M C A の 影響力は大き い ｡ U M N O 及 び政府の シ ン クタ ンク は ｢戦略研究所｣ で あ

る ｡ 所長は ノ ル デ ィ ン ･ ソ フ ィ
ー

博士 で ､ 日 本との 太 い パ イプをも っ て い る｡ M I C は従属的

と言える ｡ イ ン ド人の 人口比が少な い上 に ､ 低所得層が多く､ 経済的影響力が小さい ことが原

因で ある ｡

主な野党勢力と して は民族を超え た マ レ
ー

シ ア人意識に基づく D A P ( 民主行動党) ､ 及 びケ

ダ ー

州政権を取 っ て い る回教党がある｡ マ ハ テ ィ
ー ル 前首相に排除された ア ン ワ ル ･ イ プ ラ ヒ

ム の 夫人と人権運動 グル
ー プが結成した公正党も活動 して い るが､ 大 きな力に はなり得な い ｡

た だ
､
D A P と公正党は人権運動に お い て共通の パ イ プがあり､ 環境保護運動に も深く関わる

政治勢力で ある｡ 環境 に 関わる問題係わる事業を進める に 当た っ て は､ こ う した政治勢力に対

する情報収集や接触を考慮する必要があろう｡ ま た ､
｢ ペ ナ ン消費者協会｣ が全国的に展開す

る消費者保護及び環境保全運動に つ い て も フ ォ ロ
ー

す る必要がある｡ こ れ ら の活動は国際的な

連携をも っ て い る｡

野党勢力が急速に 伸張して ､ B N 政権が揺らぐ可能性は極めて低い ｡ 回教党が伸張す るとし

て も､ す で に イ ス ラ ム世俗国家とし て の マ レ
ー シ ア の自由と発展を享受して い るイ ス ラ ム教徒

国民に と っ て ､ 宗教国家 へ の 変貌は ､ 相当な動機がなければ想定しがた い こ と で あろう ｡ D A 戸

の 林吉祥委員長はベ テ ラ ン の 政治家で ､ 6 年の 投獄も経験して い る｡ マ - テ ィ
ー ル 前首相は毎

月定期的に野党党首との個別の ミ
ー

テ ィ ン グを開い て い たが ､ 林氏は表面的に は激しく攻撃し

て い たもの の ､ 実際 に はか なりの政策提言を行 っ て い た｡ 今 日 で は､ 子息の 林冠英が同党の 指

導者とし て頭角を表し て い る｡ マ ラ ッ カが本拠地で ､ マ レ
ー

人少女の 弁護師として 法廷で州務

大臣の非を暴い たため､ 侮辱罪で 3 年投獄され ､ 父親と同じく､ 社会正義の 代表として 大衆的

人気を得て い る｡ た だ､ 実際 に華人有権者に実利を もたらす の は M C A で あるか ら､ 国会の 議

席も2 - 3 程度に 終わ っ て い る ｡ D A P を支持する選挙区は生活イ ン フ ラ の 開発が遅れる の で あ

る｡

(2) 日本との 関係

同国の経済的成功を指導した マ - テ ィ
ー ル 前首相が ､

日本 の成功に学ぽうとす る ル ッ ク
･ イ ー

ス ト政策を推進した こ とば周知の こ とで ある ｡ 彼の 若い 時代の 著作で ､ 出版当初 マ レ ー シ ア 当

局か ら発禁処分とな っ た ｢ マ ラ
`
ヤ ン ･ ジ レ ン マ｣ の 中で ､

彼 は日本が欧米諸国と戦 っ た唯
一

の

ア ジア の 国で ある こ と に感動を示し て い る｡ 未来志向の人で , か つ て村山元総理が訪問した際､

そ の ス ピ ー チ で戦争に 対す る謝罪を述 べ た い 旨伝え ると､ ｢ い つ ま で謝 っ て い るの で す か､ 謝

りた ければ どう ぞ ご勝手に｣ と言 っ た話は よく知られ て い る こ とだ｡ ア ジア 主 義的ナ シ ョ ナ リ

ス トと いう側面が目立 つ 人 で あ っ た｡ 通貨危機に お い て も I M F の 勧告を退 け､ 固定相場制を

独自に導入して 切り抜けた｡ ソ ロ ス を結果的に は見返 した の で ある｡ ア ブ ド ゥ ラ首相も､ ル ッ

ク ･ イ ー ス トを基本政策として ､ おお むね マ - テ ィ
ー

ル 前首相の路線を踏襲して い る｡ マ - テ ィ
ー

ル 首相の ようなカリ ス マ 性を持 っ た ア ジア主義者か どうかは分からな い が､ 日本とは良好な関

係の 人と で あると言えよう､ ちな み に 夫人の母親は日本人で ある｡ ま た現在 マ レ
ー

シ ア か ら の

留学生は 200 2 人 で ある｡
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マ レ
ー 人 は全般的に 日本及び日本人に好感を持 っ て い ると言 っ て よ い が ､ 多くの 日本企業の

経験から､ 共通し て学び取る べ き こ とば､ 各職場に おける文化摩擦で ある｡ こ れ に関する事例

や評論研究の類は必ず参考としなけれ ばならな い だろう ｡ 取り分け日本人が無礼と感じたり､

い い加減だと感じたりす る こ となどは､ 大体が些細な習慣､ 考え方の 相違で ある ｡

(3) 経済

新経済政策第 5 次 5 年計画 (19 8 6) 以降､ 外貨導入 と輸出志向工業化政策を推進して 高度成

長を達成したが､ 9 7 年通貨危機に直面し､ 98 年 は マ イ ナ ス成長とな っ た｡ しか し､ マ - テ ィ
ー

ル 首相は I M F の 支援を受 けよう とす る ア ン ワ ル 副首相の 意見を退け､ 同年為替管理措置を導

入し､ 9 9 年 2 月以降に緩和効果が出はじめた｡ 2 0 0 0 年以降はプ ラ ス成長を維持して い る｡

* 主要な輸出産業は､ 電気機器な どの 製造業､ 天然 ゴ ム ､

パ ー ム オ イ ル ､ 木材､ 錫､ 原油､

L N G 等の 天然資源で あるが ､ 米穀は ゴ ム ､ パ
ー

ム に 続く第 3 位 の農業生産量だが､ 国内

消費が中心 で ､ 輸出するま で に は到 っ て い な い ｡

* 貿易相手国上位 3 位 (20 0 3 年)

輸入 : ア メ リ カ 19 .6 % ､ シ ン ガ ポ
ー

ル 1 5 . 7 % ､ 日本 10 . 7 %

輸出 : 日本 1 7 .1 % ､ ア メ リ カ 1 5 . 3 % ､
シ ン ガ ポ ー ル 11 . 7 %

* G D P の 伸 び率は､ 1 9 9 8 年の 48 0 億 ドル か ら 2 00 4 年 に は 6 53 億 ドル で ､ 前年比 7 .1 % の 成

長率で ある ｡

* G N P で 見 ると 1 99 8 年の 3 ,0 9 3 ドル か ら 200 3 年 に は 3 ,8 4 0 ドル とな っ て い る｡

* 消費物価上昇率は､ 20 0 0 年 1 .6 %
､
2 0 0 1 年 1 .

4 % ､ 2 0 0 2 年 1 .8 % ､ 2 0 0 3 年 1 .2 % ､
2 0 0 4 年

1 .4 % ｡ 経済成長率か ら見ると物価上昇は抑え られ て い る｡

* 失業率は ､
2 0 0 0 年 3 .1 % ､

2 0 0 1 年 3 .6 % ､ 2 0 0 2 年 3 . 5 % ､ 2 0 0 3 年 3 . 5 %

* 日 本一 マ レ
ー

シ ア と の 二国間関係

* 対日貿易 (億円)

年 度 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 02 2 0 0 3

輸 出 l 5
,
6 2 7 15

,
6 13 14

,
0 1 4 13

,
0 17

輸 入 1 4
, 9 66 13 , 3 72 13 , 7 76 14

,
5 8 0

主要輸出品目は､ 機械機器､ L N G な ど鉱物性燃料､ 木材

主要輸入品目は､ 半導体等電子部品､
一

般機器､ 鉄鋼

* 日本から の直接投資 (億円)

年 度 2 00 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3

額 2 5 6 3 2 0 9 8 5 2 3

* 二 国間条約

通商協定 (19 6 0) ､ 租税協定 (1 9 7 0) ､ 航空協定 (19 6 5)

査免取極 (19 8 3) ､ 補償協定 (1 96 7) ､ 郵便為替交換協定 (19 8 3)

(4) マ レ
ー

シ ア の民族関係と政治の 安定

マ レ
ー

シ ア は総人口 ､ 2 ,5 5 8 万人 (2 0 0 4 年統計) ､ そ の 内マ レ
ー

人が 6 5 . 5 % ､ 中国人が 26 %
､
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イ ン ド人が 7 % を そ れ ぞ れ占める多民族国家で ある｡ ( そ の他 1 .3 % )

1 9 9 1 年時点で の総人口 は 1 , 7 5 6 万人 で ､ 人 口 が急速に増加 して い る ことが分かるが ､

一

方

で は葦人の 人口比は 3 0 % を下回り､ 人 口比 に お い て ブ ミ プ トラ ( マ レ ー 人及び土着人種) の

占める割合が急速に高ま っ た と い う こ とが で きる｡ こ れ は 19 7 1 年 に始まる N E P (新経済政策)

の 下 で
､
人 口 の 増加も

一

つ の 目標とされたためだ ｡ 農村人口 の 大半を占めるブ ミプ ト ラ に と っ

て は
､ 子供が多ければ労働力の 確保に つ ながる こと で もある し､ もともと多産が伝統で あ っ た

の で ある｡ さ ら に ブ ミ プト ラ優先政策の 下で ､ 多子が即ち生活の 不利に つ ながる こと に はなら

なか っ た｡ そ の故 に マ レ
ー 人人口は増加した｡ し かし､ 都市部居住者がほ とん どで ある華人は､

就学や就業にお い て 優先か ら排除され て い ると い う - ン デ ィ を背負 っ て い るため に ､ 裕福な者

を除い て ､
圧倒的多数を占める

一

般の 華人家庭で は ､ 子供の 将来の 可能性を考えると ､ 多子を

楽天的に考える ことは で きな い の で ある｡ た と えば､ どん な に 成績が良くて も､ 民族別人学者

割当制の 下で ､
マ ラ ヤ大学に 入学で きな い 子女が多数い る の で ある｡ 外国に留学させる こと に

なる の だが
､ 子供が多くて は それ も不可能で あるか ら､ む し ろ

一

人 の子供に教育投資を集中し､

将来の 発展を託そうとする傾向が広がり ､ 結局華人人口 は相対的に増加せず ､ 人 口比 に お い て

マ レ
ー

人が大きく上 回る こととな っ た｡ こ の こ とは華人に と っ て は大きな不満だが､ 同国の政

治安定に は良い 効果を現 して い ると考えられる｡ 即 ち､ 本来華人に富が集中す る こ と に不満を

持 っ て い る マ レ ー

人 が､ 新経済政策の もと で ､ 国家的経済発展の成果を享受し､ さ ら に政治的

な優越性を人口圧に よ っ て 確保し て い る､ と読み取る こ とが で きる の で ある｡ U M N O の 指導

者層､ 或 い は回教党の マ レ ー ･ ナ シ ョ ナ リ ス トはそ の よう に考え て い る｡
一

方華人は､ ブ ミ プ

トラ政策に 不満は抱き つ つ も､ す で に マ レ
ー

の 大地 に生活基盤を築き､ 生 まれ育ち､ 国民とし

て の強 い 帰属感を形成して い るばかりか､ さ ら に民族間の妥協が安全に つ なが ると い う歴史的

体験に よ っ て ､ 今 日 で は民族間の融和に よる繁栄こ そ安全を保証す るも の で あると いう普遍的

意識を形成する に至 っ て い る｡ つ ま り嘗 て の よう に華人 へ の富 の集中と マ レ
ー

人 の貧困と いう

嫉妬と憎悪の構造はもはやなくなり､ 経済発展を背景とし て マ レ
ー 人 の政治指導の優越性を華

人が受け入れる こ と に よ っ て バ ラ ン ス が保たれ て い ると､ 言 い換える こ とが で きる｡ こ れ は閣

僚や副大臣の ポ ス トに華人の定数が組み込まれ て い る こ とや､ マ レ
ー

シ ア と中国の関係に お い

て
､ 華人が前面に 出される こ とからも明らかだ｡ こ う した バ ラ ン ス の 上 に各民族間に は､ す で

に 国民的信頼が成立 し て い る こ とが分かる の で ある｡

5 .
マ レ ー シ ア の経済 ･ 農業の現状

(1) マ レ
-

シ ア 経済 の概況
1

マ レ
ー シ ア は

､
1 9 9 0 年代半ばま で ｢ ア ジア の 優等生｣ と し て年率 9 % 前後 の実質 G D P 成長

を遂げた ｡ 9 7 年 の通貨危機で 9 8 年 に は マ イ ナ ス 成長とな っ た が､ 9 9 年 に は､ 製造業 (I T 関

逮) の生産拡大や公共投資の増加､ パ
ー ム オイ ル の増産で 景気は急回復 した｡ しか し 200 0 年

は
､ 米I T バ ブル 崩壊に より再び低迷した｡ 全輸出の約 6 割が半導体な どの I T 関連財で ､

そ

の 最大の 輸出先が米国で ある こ とが ､ 経済の 足を引 っ 張 っ た｡ た だ ､
2 0 0 2 年以降は､ 米国経

済の 回復期待の高ま りを背景に ､ 経済も回復 へ 向か っ た ｡

マ レ
ー

シ ア ･ リ ン ギ は
､
通貨危機直前の 1 ドル - 2 .5 1 リ ン ギ か ら､ 9 8 年 1 月 4 .4 0 リ ン ギ へ

と 50 % 近 く下落した｡ 政府は ､ 相場安定の ため 9 8 年 9 月 1 日の 新外国為替管理令 ( 資本流出
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規制) を 発表し､ リ ン ギ の 米 ドル 固定 ( 1 ドル - 3 .8 IJ ン ギ) を導入し､ 現在 に至 っ て い るc

次 に . G D P の 産業別構成をみ るo 8 0 年代以降の急速な輸出と設備投賀の 拡大を背景に 工 業

化が 進展 し た D 8 7 年 に は ､ 製造業の シ ェ ア か農業の 20 % 巷抜 い て長大 の 産果セ ク タ
ー と な っ

た
o
2 0 0 0 年の 製造業比率は 36 % に 述した も の の ､

そ の 後 30 % 前後ま で シ ェ ア が 低下し た ｡ 農

業の 比率は ､
8 0 年 に は 2 2 .2 % で あ っ た が ､

2 0 0 0 年 に は 8 .4 % と 1 割を割り込 ん だ も の の ､ 最

近は 8 , 7 % で 下 げ止ま っ て い る o

表1 マ レ
ー

シ ア の G D P の 産業別構成比

単位 : %

l 1 9 6 5 1 9 7 0 1 9 8 0 1 9 9 0 1 9 9 5 2 D O O 2 0 0 1 2 0 D 2 2 0 0 3

貞 郵 3 1 .5 3 3 .6 2 2
.
2 1 8 .T 1 3 .6 8 .ヰ 8 .8 a .7 8 .7

鉱 業 . 採 石 9 .0 7 .2 9_2 9.7
■

7 .4 6 .9 7 .2 7 .2 7
.2

≡
_

J

! -
-

三
1良ヰ… ま軸 …

●

+率,隻
-

; 溢 9
勺

萱.弼:1 ;:
≡

,:
i

_
食言:! - : }? o ー8 .

;
h

…- 争9
u h +

:

+

3 O .b …

国■■ヨ■■ヨ 4 ,1 3 .8 4.5 3_5 4 .4 3 .6 3 .4 3 .3 3 ,2

商業 . ホテル . レストラン l 5 .3 I 3 .7 1 2_6 こト⊥ l 2 .1 l 6 .0 l 5 .I l 4 .9 14 ,3

金融 . 保険 一 不動産 6 .0 6 ,0 8_2 9 .8 1 0 .7 l 3 .5 l 3 .9
L
I B .I l 5 .i

政 府 サ ー ビ ス 1 9 .I 1 9 ,3 l 3_0 1 0_8 9 .7
.
7. 4 7_ I 7. 2 7 .4

そ の 他 サ ー ビ ス 4 .6 3 .6 l O .1 9_5 9 .O
l

d. 0 1 4_ 5 13_ 7 13_3

~古壷盲 1 0 0
_
0 l o o .0 1 0 0 .0 1 0 0ー0 1 0 0- 0 : 1 0 0 .0 1 0 D- 0■

10 0. 0 10 0 .0

( 資料) マ レ
ー シ 7 統計局

出典 : 柴 田 (20 0 4)

(2) 農業の 概要

マ レ ー シ ア で は
､ 国土面培 33 万 k m

l

の う ち約 6 2 % か未開発 の 森林とな っ て い る ｡ 農地 は 1 8

% 弱 (約 5 7 5 万 h a ) と 少なく ､ 潜在的な農地開発 の余地を残して い るD

人 口 は約 2 , 5 0 0 万 人 ( 20 0 3 年) で あ り ,
そ の う ち約 8 0 % は 半島部 マ レ

ー シ ア に集中し て い

る o 多民族国家で ､ 2 0 0 0 年現在､ マ レ ー系を小心 とする ブ ミ プ ト ラ が 5 8 .8 %
､ 華人系 26 .2 9

/

o
､

イ ン ド系 7 . 5 % ､ そ の 他 の 民族が 7 ,5 % を 占 め る ｡
こ れ か マ レー シ 7 の 農業を性格付けて い る

と同時に ､ 農業政 策 の 在り方を規定して い るとされ る ｡

農地 は 全国で 約 5 7 5 万 h a で あ り ､ 約 1 4 0 万 人が農業に 従事 し ,
2 0 1 憶 リ ン ギ ( 実 質

G D P 2
,
3 1 7 億 リ ン ギ の 8 , 7 % ) を生産し て い る ｡. 農薬就業者

数は 8 5 年の 1 7 9 万 人か ら減少傾向

に あ る｡

農民 1 人当り生産性 ( 所得) は年率 4 .9 % で 拡大し､ 全就業者 1 人当り の 生産性 の 伸び ( 同

4 .2 % ) を上回 る o こ の 結果､ 全就業者 1 人当り平均と比較し た虚業就業者 l 人当り所得も ,
8 5

年 の 6 6 % か ら 20 0 0 年 で は 8 0 % 近く ま で 上昇し た ｡

た だ
､ 農業就菜人 口 の減少と経営観模の拡大が相僕 っ て進展し て い る 訳 で は fi: い ｡ 農業部門

は､ ( 1) 米､ 果物､ 野菜な ど の 食料作物の 生産, (2) パ ー ム オ イ ル
､ 天然 ゴ ム ､

カ カ オ など の エ

ス テ
ー ト作物 の 生産と い う 二 重構造を形成して い る o し か も こ の~-_ 重構造は さ ら に ､ ( 1) 稲作

-

地方 ･ 農村 - 小規模農家 - 低生産性 - 貧困問題 ､
( 2) 袋産 加工 品 - 大規模生産 - 生産性向上 -

所得拡大とい っ た構図を示 し て い る (表 2) o

こ う し た問題に つ い て ､ な ん ら政策的な手だ て を講 じ な い 場合に は両者の格差が さ ら に拡大

- 14 -
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する恐れがあ り､ い わ ゆる マ レ ー ジ レ ン マ と呼ばれ て い る ｡ こ の 間題の 解消が ､ 国家農業政策

( N A P l
-

3) の 重要目標とな っ て い る｡

1 9 8 5 - 2 0 0 0 年 に か け て ､ 農業 の 1 人当り相対所得が上昇し て きた の は ､ 生産性の 向上 の み

ならず
､ (1) 稲作農業に おける価格補助金や化学肥料の無償供与､ (2) 米輸入に おける民間企業

B E R N A S ( 9 4 年以前は L P N と い う公社) の 独占輸入 に よる実質的な輸入 割当､ な ど の保護

政策に拠ると こ ろが大き い とされ て い る｡ 特 に ､ A F T A - C E P T や W T O 体制下で の貿易
･ 投

資の 自由化は､ マ レ
ー シ ア 農業が抱え て い る 二重構造を際立たせ る恐れが強く､ 政府も稲作農

業に対 し保護が不可欠と認識して いる｡

(3) 稲作農業

食用作物と して は主食の米の生産が最大で ある｡ しか し､ 稲作の 地位は低く､ 地域的に も生

産地は 8 つ の グ ラ ナ リ ー 地域 (穀倉地域) に限られ て い る｡ 米の 生産量は ､
1 9 8 0 年頃ま で は

増加して い たが ､
そ の 後 2

,
1 0 0 万 ト ン前後の生産量で推移して い る ( 図 8) ｡ しか し､ 米の 作

表 2 マ レ
-

シ ア 農業 の 二重構造 と農業政策

民族 地域 作物 課題 農業政策 政党

マ レ
ー

人 地方 . 農村 十
′

貧困問題 ブ ミ プ トラ政策 U M N O米

( ブ ミ プ ト ラ) ( マ レ
ー

ジレンマ) (保護政策) (統 一

マ レ - 国

民組織)

イ ン ド人 エ ス テ ー ト 天然 ゴ ム 労働力不足問題 労働者輸入 M ⅠC

輸入 労働者

(インドネシア人など)

( 大規模農園) パ ー ム オ イ ル 高付加価値化 ( マ レ ー シ ア .

イ ン ド人会議)

葦 人 都市 (商業(流滴)) 合理化 . 効率化 M C A

( マ レ ー シ ア華

人協会)

出典 : 柴 田 ( 20 04 )

1 9 6 5 1 9 7 0 1 9 7 5 1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0 年

図 8 マ レ ー シ ア における米の生産上の 推移

資料 : 『世界国勢図会』 に よ り作成｡
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付面積は､ タ イ か ら の輸入増を映し､ 9 0 年 の 66 万 h a か ら､ 2 0 0 0 年の 4 0 万 h a に 減少し て い

る ｡ 消費は
一

貫 して 生産を上 回り､ 慢性的な供給不足とな っ て い る｡ こ の不足分を密輸含めタ

イな どか らの輸入 で 補う格好とな っ て い る｡ コ メ の 自給率は 200 0 年時点で 7 3 % と な っ て い る｡

政府は ､ 米 に関して は､ 国民 の食糧確保の必要性と高い 生産 コ ス トを考慮し､ 当初年間需要量

の 80 - 8 5 % を確保す る こ とを生産目標と して い たが
､ 最近 で は こ の 自給率目標は 70 % 程度ま

で 低下させ て い る ｡

米は マ レ
ー 人の 伝統的作物で あり､ 小規模農家に よる生産が行な われ て きた｡ 水 田は マ レ

ー

半島部西海岸の 北部 4 州 ( プ ル リ ス ､ ケ ダ
ー

､
ペ ナ ン

､
ベ ラ 州) お よび東海岸北部 2 州 ( ク ラ

ン ク ン
､
ト レ ン ガ ヌ州) に集 中し て い る ｡ な か で もケダ

ー

州 の 主要穀倉地域で あ る M A D A

( M u d a 農業開発公団) は同国最大の生産地域で ある こ とが わかる (表 3) ｡ 農家 1 戸当り の水

田面積は約 1 .6 h a と零細 で あり ､ 農業部門の なか で は貧困率の高い セ ク タ
ー

で あ る｡ しか し､

単位面積当たり の 収量は増加傾向に あり､ とく に 8 つ の穀倉地域で は相対的に み て土地生産性

が高くな っ て い る｡

な お
､
8 つ の 穀倉地域で は雨季作と乾季作の 栽培面積は ば ぼ同じ で あり ､

二 期作が定着して

い る ことが分かる｡ そ れ に 対し､ 非穀倉地域で は雨季作に 比 べ 乾季作の 栽培面積が小さくな っ

て お り､ 二 期作が行われな い 水田も少なくない ｡

表 3 マ レ
ー

シ ア の主要稲作生産地域別にみた水稲の 生産状況

地 域

198 5 199 0 1 99 5 200 2

単位面

慧芸 生産量 墳当た
り収量

単位面

慧芸 生産量 債当た
り収量

単位面

芸芸 生産量 積当た
り収量

単位面

慧芸 生産量 積当た
り収量

( 千b a) ( 千t ) ( t/h a) (千b a) ( 千 t ) ( t /h a) (千b a) (千 t ) ( t/h a) ( チh a) ( 千t ) ( t /h a)

半 島マ レ
- シア

主要穀 倉地域 336
.
8 1 1 22

.
4 3

.
33 373

.
6 1 29 7

.
9 3

.
47 3 83

.
1 15 27

.
7 3

.
99 38 2 . 4 14 92 . 8 3

.
9 0

M A D A 1 86
.
1 701

.
0 3

.
77 1 89

.
7 724

.
9 3

.
82 1 93

.
8 8 62

.
2 4

.
4 5 19 2

.
5 820

.
3 4

.
2 6

K A D A 37
.
9 1 08

.
2 2

.
8 5 4 6

.
3 163

.
7 3

.
54 51

.
7 Ⅰ81

.
2 3 . 50 4 7

. 2 121 . 4 2 . 5 7

K eri a n/S
g
. M a nik 47

.
2 1 44

.
1 3

.
0 5 51

.
1 128 . 7 2 . 52 48 . 6 1 63 . 0 3 . 3 5 5 6 . 8 174 . 2 3 . 0 7

N o rth w e st 34
.
2 97

.
4 2

.
8 5 35 . 7 1 42 . 0 3 . 98 3 5 . 6 14 6 . 7 4 . 1 2 3 7 . 2 1 77 . 1 4 . 76

ⅠA D P
,
P . Pin a n

g
16

. 0 31 . 7 1
. 98 2 1 . 8 35 . 9 1 . 65 19 . 3 6 2 . 7 3 . 2 5 1 7 . 4 80 . 0 4 . 6 0

S eb . P e r a k 9 . 4 20 . 5 2 . 18 17 . 1 70 . 5 4 . 12 17 . 1 56 . 9 3 . 33 16 . 7 74 . 5 4 . 46

K E T A R A 6
.
0 19 . 5 3 . 25 8 . 0 25 . 5 3 . 1 9 9 . 5 35 . 3 3 . 72 10 . 2 38 . 8 3 . 80

K em a si n/S em e r ak 3 . 9 6
.
5 1

.
67 7 . 5 1 9

.
7 2

.
63 4

.
4 6

.
4 1

.
4 5

そ の 他 1 18 . 9 33 2 . 4 2
.
80 12 0

.
4 326

.
9 2

.
72 1 13

.
4 31 0

.
6 2

.
74 126

.
3 359

.
2 2

.
84

小計 4 55 . 7 145 4 . 6 3
.
19 494

.
0 16 24

.
6 3

.
29 49 6

.
5 183 8

.
3 3

.
70 508

.
7 18 52

.
0 3

.
64

サ バ 38
.
0 79

.
1 2

.
08 54

.
8 94

.
8 1

.
73 53

.
1 14 3

.
5 2

.
70 42

.
7 137

.
0 3

.
2 1

サ ラ ワク 16 1
.
2 21 1

.
7 1

.
31 13 1

.
8 1 65

.
6 1

. 26 1 23 . 1 14 5 . 4 1 . 18 Ⅰ2 7 . 1 208 . 4 1 . 64

マ レ ー シア合計 6 54
.
9 1 74 5

.
4 2

.
67 680 . 6 18 85 . 0 2 . 77 6 72 . 7 212 7 . 2 3 . 16 678 . 5 2 1 97 . 4 3 . 2

資料 : p a d d y S t a t ist ic s D e p a r t m e n t of A g ri c u lt u r e
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表 4 季節別にみた水稲の栽培面積

A . 2 0 0 2 年雨季作

州 穀倉地域

穀倉地域 非穀 倉地域

栽培 面積

計

(B + E + F)

水田面積

( A)

栽培面積

( B )

耕作率

( B / A )

水 田面積

( D)

栽培面積

濯概

( E)

非濯概

( F)

合計

( E + F)

( h a) ( h a) ( % ) ( h a) ( h a) ( h a) ( h a) ( h a)

P e rli s 1 8
,
76 8 1 8

,
684 7

,
4 14 3

,
66 4 3

,
6 54 7

,
3 18 26

,
0 02

K ed ah M A D A 77
,
79 0 7 7 , 4 60 99 . 6 4 0 , 08 0 13 , 34 3 15

,
7 22 29

,
0 65 1 06

,
5 25

P ul a u Pin a n g IA DP , P . P in a ng 8 , 7 73 8 , 62 7 98 . 3 4 , 6 75 2 , 4 33 1 73 2
,
6 06 ll

,
2 3 3

K e ri a n/Sg . M a nik 30 , 14 7 2 8 , 2 50 93 . 7 8 , 42 9 5 , 90 3 85 5
,
9 88 3 4

,
2 38

S eb e r a n g P e r ak 8 , 5 29 8 , 19 1

S el a n g o r P B L S 18 , 8 16 1 8 , 60 7 98
.
9 53 8 3 33 33 3 18

,
9 40

N . S e m bil a n - 3
,
l 76 1

,
1 2 1 1

,
1 2 1 1

,
1 2 1

M el ak a 6
,
88 2 8 04 6 01 1

,
4 0 5 1

,
4 0 5

J o h o r 3 , 40 4 1
,
1 92 80 1

,
27 2 1

,
2 7 2

P a h a n g 12 , 68 4 4 93 3
,
4 1 4 3

,
90 7 3

,
9 0 7

T e r e n g g a n u K E T A R A 5
,
14 1 5

,
11 0 99 . 4 2 0 , 73 3 3

,
1 55 3

,
4 33 6

,
588 l l

,
6 9 8

K A D A 32
,
1 68 2 0

,
87 7 64 . 9 2 9 , 86 2 4

,
4 19 9

,
3 46 1 3

,
76 5 34

,
6 4 2

K e m asi n/S em e r ak 5
,
1 23 3

,
9 4 8 7 7 . 1

半島マ レ
ー シ ア計 2 05

,
2 55 18 9

,
75 4 92 . 4 1 37 , 8 77 36 , 5 2 7 36 , 8 4 1 7 3

,
36 8 26 3

,
12 2

B . 2 0 0 2 年乾季作

州 穀 倉地 域

穀倉地域 非穀倉地域

栽培面積

計

(B + E + F)

水田 面積

( A)

栽培面積

( B )

耕作率

( B / A)

水田面鏡

( D )

栽培面積

'=]_- 蔓
】

( E)

非濯瀧

( F)

合計

( E + F)

( h a) ( h a) ( % ) ( h a) ( h a) ( h a) ( h a) ( h a)

P e rli s 18
,
7 68 18

,
68 4 100 . 0 7

,
4 14 3 , 34 1 3 , 28 6 6 , 6 27 2 5 , 3 11

K ed ah M A D A 77
,
7 90 77

,
66 6 4 0

,
0 80 12

,
126 1 3 , 60 3 2 5 , 7 29 Ⅰ0 3 , 39 5

P ul a u Pin a n
g
l A D P

,
P . Pin a n

g
8
,
7 73 8

,
76 7 99 . 9 4

,
6 75 2

,
4 0 8 1 72 2

, 5 80 ll
,
3 47

K e ri a n/S
g
. M a nik 30

,
1 47 2 8

,
5 4 7 94 . 7 8

,
4 29 5

,
9 5 6 8 5 6

,
04 1 4 3

,
1 1 7

S eb e r a n
g
P e r ak 8

,
5 29 8

,
5 29 100

.
0

S el a n
g
o r P B L S 18

,
8 16 18

,
60 7 98 . 9 5 38 7 5 33 3 4 08 1 9 , 0 15

N
.
S e m bil a n - 3

,
176 1

,
1 9 3 1 , 1 93 1 , 1 2 1

M el ak a 6
,
8 82 4 9 1 26 2 7 53 1 , 4 05

J o h o r 3
,
4 04 95 3 8 0 1

, 0 33 1
, 2 72

P a h a n
g

12
,
6 84 1

,
69 0 1

,
5 59 3

,
2 49 3 , 9 0 7

T e r e n
g g
a n u K E T A R A 5

,
1 41 5

,
10 6 9 9 . 3 20

,
733 3

,
20 7 34 7 3 , 5 5 4 8 , 6 60

K A D A 32
,
168 26

,
2 73 8 1 . 7 29

,
8 62 1

,
14 3 7 35 1

,
8 78 28 , 5 7 3

K e m as in/S c m e r ak 5
,
123 4 22 8 . 2

半島マ レ
ー シ ア計 2 05

,
2 5 5 19 2

,
60 1 9 3 . 8 13 7

,
8 7 7 3 2

,
58 3 20

,
4 62 5 3

,
0 4 5 2 45

,
6 46

資料 : p a d d y St a t ist i c s D e p a r t m e n t o f A g ric u lt u r e
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次 に ､ 米 の補助金と流通に つ い て みる ｡ 1 9 7 1 年 か ら ブ ミ プ ト ラ ( マ レ ー 人優先) 政策が実

施された の を契機に ､ 稲作農民に対する保護政策が強め られた ｡ 7 2 年 に L P N (L e m b a g a P a d i

d a n B e r a s N e g a s a ､ N a ti o n a l P a d i a n d R i c e B o a r d 連 邦米穀公団､ 現在 の B E R N A S の 前身)

が設立 され た｡ L P N の 主な役割は､ (1) 公正か つ安定的な生産者米価および消費者米価の 確保､

(2) 緊急時の ため の 十分な備蓄､ (3) 政府 に対する稲作促進の ため の 政策提言､ とされ た｡

L P N の 具体的機能と して は､

(1) 米 の最低保証価格 ( G M P) の 実現
､

( 2) 卸売業者
､
小売業者､ 精米業者､ 米輸入業者に対す る認可証の 発行 ( こ れ に より流通の

統制を行なう) ､

(3) 籾 ･ 米 の 生産 ･ 加工 に 関する調査 ･ 研究､

(4) 籾生産 の統制､

(5) 必要な代理業務者の指名 ･ 代理機関の設置

があ っ た ｡ L P N は 9 7 年 に民営化 (株式会社化) され ､
B E R N A S と な っ た ｡

米政策に おける B E R N A S の 機能は､ (1) 市場価格の設定 ､ (2) 社会保障 ( ブ ミ プ ト ラ政策の

一

環) ､ ( 3) フ ロ ア
ー

･ プ ラ イ ス の提供､ の 3 つ で あ る｡ (3) で は ､ 農家 の 売り渡し米価を比較

的高く設定する
一

方､ 消費者米価を相対的に低い水準に維持して い る｡

米 の 流通ル
ー ト は

､ 図 2 の よ うで ある｡ 通常､ 農家は生産した米 (籾米) の ほぼ 全量を精米

業者に売却す る｡ そ の 際､ 販売量の 約 25 % を B E R N A S が ミ ニ マ ム ･ プ ラ イ ス として 買い入 れ､

こ れ が生産者に 対する価格補償 ( フ ロ ア ー プ ラ イ ス) の 役割を果たし て い る｡

B E R N A S は米輸入を独占的に取り扱 っ て い るもの の
､ 輸入 した米の 流通に は関与して い な

い ｡ 具体的な輸入数量は
､ 国内の 生産量､ 需要量を ベ

ー

ス に B E R N A S が 決定す る (実質 I Q

制度) ｡ そ の 際､ 安定供給､ 価格 の安定が最重要な目標となる｡ 最近は､ タ イ から の安価で 良

質な米 の 密輸 が増加し ､ 国内価格の 下落と在庫増が問題に な っ て おり ､ 農業省､ 警察 ､

B E R N A S が取締を強化して い ると い う｡

図 9 マ レ
ー

シ ア に おける米の 流通ル ー トの概要

出典 : 柴 田 (2 0 0 4) ｡
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(4) マ レ ー シア の エ ネ ルギ ー 事情
2

マ レ
ー

シ ア の
一

次 エ ネ ル ギ ー 供給 の構成は表の よう に な っ て い る｡ す な わ ち､ 石油と天然ガ

ス の 2 つ の エ ネ ル ギ ー 源 に大きく依存して いる ｡

マ レ
ー

シ ア は 日本､ 韓国､ シ ン ガ ポ
ー ル な どと違 っ て 天然ガ ス が豊富に存在し､ そ の生産と

需要の伸 び に期待が寄せ られ て い る｡ マ レ
ー

シ ア の 天然ガ ス生産量 は､ 1 9 9 5 年の 2 50 億立方

メ
ー トル か ら 20 0 0 年 ま で に 50 億立方 メ

ー ト ル増え ､
3 0 0 億立方メ

- ト ル に なると見られ て い

る｡ P E C C の 報告 で は､ マ レ
ー

シ ア の天然ガ ス生産量は着実に増加 し､ 2 0 0 5 年 に は 4 00 億 立

方 メ
ー トル

､
2 0 1 0 年 に は 5 00 億立方 メ

ー トル に達すると予想して いる ｡

東 ア ジ ア及び東南ア ジ ア 諸国の政府の ほ とん どは､ 輸入石油依存度を減らす ことを目的と し

て エ ネ ル ギ ー 源 を分散させ
､
ま た ガ ス の経済的及び環境上 の利点を認識させ て 天然ガ ス の 利用

を大幅に増やす計画を発表して い る｡ P E C C は ､ 複合サイク ル発電が東ア ジ ア に お ける天然ガ

ス需要の 成長の大きな原因とな っ て い る､ と述 べ る｡ ア ジ ア に おける天然ガ ス の 需要を最も促

進させ るの は電力産業で ある｡

一

方 マ - テ ィ
ー ル 首相 ( 当時) は､ ｢ エ ネル ギ

ー

政策として ､ 現行の 4 エネル ギ
-

戦略 (石油､

ガス
､ 水力､ 石炭) に新 ･ 再生可能 エ ネル ギ

ー

源を組み込む ことを再検討して いる｣ と述 べ た｡

マ レ
ー

シ ア の 4 エ ネ ル ギ ー

戦略は これま で 大きな成功をおさめ て きた ｡ 特 に過去 20 年間､

発電部門で力強い伸びをみせた｡ し か し､ マ ハ テ ィ
ー

ル 首相は ｢ ガ ス ヘ の過剰な依存は ､
長い

目で 見る と決して 賢明とは い えな い ｡ 我 々 は水力の ような真の再生可能 エネ ル ギ
ー

源に 頼らな

ければな らな い｣ と述 べ ､ さ ら に ｢ 経済回復の影響に よる電力需要増を満たすため ､
政府はで

きるだけ早くサ ラ ワク州の B a k u n 水力発電プ ロ ジ ェ ク トを進める｣ と述 べ た｡

こ の プ ロ ジ ェ ク トは
､ 以前 の 2 ,4 0 0 M W 級 の水力発電所計画を縮小 したもの で ､

T e n a g a

N a si o n a l B h d に よ っ て 進め られる｡

具体的に は第 8 次 マ レ
ー

シ ア計画 (20 0 1 年 - 2 0 0 5 年) の もと で ､ マ レ
ー

シ ア の エ ネ ル ギ ー
･

表 5 マ レ
ー

シ ア に おける 一

次 エ ネル ギ
ー 供給 の構成 (2 00 0 年)

マ レ ー シ ア 日本 世界計

万 ト ン % 万 ト ン % 万 ト ン %

石 炭

石 油

天然 ガ ス

原 子 力

水 力

地熱 な ど 1)

C 良 W 2)

そ の 他 3)

1 6 6 3 .4 9
,
3 7 4 17 . 8

2
,
3 0 0 4 6 .5

2
,
1 7 0 4 3 .9

6 0 1 .2

2 5 1 5 .1

2 6
,
5 17 5 0 .3

6
,
4 8 0 12 .3

8
,
3 9 3 15 . 9

7 5 0 1 . 4

4 0 0 0 . 8

5 5 7 1 . 1

2 3 4
,
0 6 1 2 3 .2

3 62
,
0 3 8 3 5 .8

2 1 0
,
0 5 5 2 0 .8

67
,
6 0 3 6 .7

2 2
,
6 1 8 2 .2

5
,
0 9 8 0 .5

1 0 9
,
4 6 1 1 0 .8

2 3 0 .0

計 4
,
9 4 7 1 0 0 .0 5 2

,
4 7 1 9 9 .5 1

,
0 1 0

,
9 5 7 1 0 0 .0

1) 地熱､ 太 陽光､ 風力､ 潮力な ど｡

2) 可燃性再生可能 エ ネ ル ギ ー

お よ び廃棄物｡ c o m b u sti bl e R e n e w a bl e s a n d W a st e . 薪 ､ 炭 ､ 農 産物 の

残留物､ 動物 の 排 継物､ 都市廃棄物な ど｡

3) 電力の 輸 出入｡

資料 : I E A
"

E n e rg y B a l a n c e s o f O E C D C o u n t rie s / N o n O E C D C o u n t rie s 2 0 0 2
"

-
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ミ ッ ク ス の 新しい 構成要素と して の再生可能 エ ネ ル ギ
ー 資源 の 開発に 拍車をか けるため､ 適切

な戦略が立案される こと になろう｡ エ ネ ル ギ
ー 節約 ･ 効率化計画に 立 ち戻る こ ともま た ､ 再生

可能 エ ネ ル ギ
ー の 重要性を再認識する こ と になる ｡

(5) 再生可能 エ ネル ギ
ー

産業 の促進
3

マ レ
-

シ ア に お ける発電燃料の構成は､ 下表の よう に ､ 天然ガ ス が 7 割以上を占めて い る｡

表6 マ レ ー シ ア に おける発電燃料

単位 : %

天 然 ガ ス 7 1 .0

石

水

i l
l

炭 1 2 .0

力

油

デ ィ
ー ゼ ル l .7

N S T 2 0 0 3 年 6 月 1 5 日 付 に よ る｡

1 9 9 4 年時点で ､ 化石燃料を使用する エ ネ ル ギ
ー

部門は､ マ レ
ー

シ ア 国内の 二酸化炭素排出

量の 6 8 % を占め て い た｡

マ レ ー シ ア 政府は再生可能 エ ネ ル ギ ー 産業 の 成長に 拍車をか け る た め ､ S R E P ( S m a ll

R e n e w a bl e E n e r g y
P r o g

r a m m e) を通 じて クリ
ー

ン な燃料源で 発電する小規模発電事業者を創

設しよう とし て い る｡ S R E P プ ロ ジ ェ ク ト に より 3 つ の 小規模発電事業者が ライ セ ン ス を取得

し
､
そ れ以外に 3 0 の プ ロ ジ ェ ク トが承認され て い るが､ そ れ をも っ て 再生資源革命の 始まり

と呼ぶ の はためらわれる｡ そ の最大の要因は ､
コ ス トと燃料供給の 問題で ある｡

再生可能 エ ネ ル ギ
ー

発電は技術的に は実現可能で あるが､ 必要とされる投資が ､ 他 の発電方

式に比 べ 高額で ある｡ 発電所の建設 コ ス トは､ 発電能力 1 メ ガ ワ ッ ト当たり 4 00 万 - 5 0 0 万 リ

ン ギ で ある｡ しか し､ 再生可能 エ ネ ル ギ
ー

の 価格は 1 k W h 当た り 0 .1 7 リ ン ギ に 上限が抑えら

れ て お り､ 投資を呼び込むに は安価す ぎる ｡ そ こ で ､ ク リ ー ン エ ネ ル ギ
ー

の 価格を上昇させ る

こ とが最善の 方法で ある｡

バ イ オ マ ス発電は､ マ レ ー シ ア の多様な農業活動の おかげで原料供給に恵まれ て い る｡ し か

し､ 長期的な実行可能性を保 つ ため に ､ 再生可能 エ ネ ル ギ
ー 産業は持続的な燃料源を持たなけ

ればな らな い ｡ しか し､ 同国 の バ イオ マ ス総量に 関する信頼で きるデ
ー タ は未だ存在しな い ｡

こ の
､
燃料源に つ い て の信頼性の不足が ､ こ の プ ロ ジ ェ ク トを支援する投資家の大きな懸念材

料とな っ て い る｡

6
.
マ レ ー シ ア にお ける C D M の 可能性

1
. 現状

京都議定書が 20 0 5 年 2 月 16 日 に発効した こと に伴 い ､
日本は C O 2 を は じめとす る温室効

果ガ ス ( G r e e h h o u s e G a s : 以 下 G H G ) を 20 0 8 年 か ら 20 1 2 年 に お い て 1 99 0 年比 で 6 % 削減

する国際義務を負 っ た｡ 日本政府は､ 上記義務を履行するた め に ､ 2 0 0 2 年 3 月 に ､ 地球温暖

化対策推進大綱を改訂し (新大綱) ､ G H G 削減手段を以下の よう に設定した｡
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新地球温 暖化対策推進大綱

▲2 .5 %

内訳

±o .o % エ ネ ル ギ ー 起源 の 抑制

▲o .5 % 非 エ ネ ル ギ
ー 起源 の 排 出抑制

▲2 .0 % 革 新的技術開発 お よ び 国民各層

の さ ら な る地球温暖化防止活動の 推進

▲3 .9 % 森林整備､ バ イオ マ ス 利用の 促進､ 都市緑

化の 推進 な ど に よ る吸収量の 確保

+ 2 .0 % 代替 フ ロ ン な ど3 ガ ス の 排出抑制

残り (▲1 .6 % ) 京都メ カ ニ ズ ム の 活用

しか しな がら
､
日本 の G H G 排出量は ､ 国連気候変動枠組条約批准 (1 99 4 年) 後も増加傾

向に あり､ 実際 に は 1 99 0 年比 で 1 5 % 前後 の削減を達成しなければ､ 京都議定書の 義務を履行

で きな い状況に ある
(注 4)

｡ こ の よ うな状況をふ まえ て ､ 日本政府は､ 2 0 0 5 年 3 月 に温暖化対策

推進法と省 エ ネ法の 改正案を閣議決定するとともに ､ 中央環境審議会地球環境部会の ｢ 地球温

暖化対策推進大綱の評価 ･ 見直しを踏まえた新たな地球温暖化対策の方向性に つ い て ( 第 2 次

答申)｣ を受け て ､
｢ 京都議定書目標達成計画｣ の 策定に 向けた調整を行 っ て い る (20 0 5 年 5

月 に閣議決定予定) ｡

こ の よ うな厳 しい現状に鑑み ､ 今後､ 京都 メ カ ニ ズ ム の 積極活用が今後強く認識される こ と

は間違い な い ｡ も っ とも､ 排出量取引､ 共同実施は､ 附属書Ⅰ国間で しか実施で きな い た め､

利用可能性 に大きな制約が課され て い る｡ 他方､ ク リ
ー

ン 開発 メカ ニ ズ ム ( C D M )
(注 5)
に つ い

て は
､ 非附属書Ⅰ国に お い て も､ 自国の 持続可能な発展に 向けて C D M を積極的に活用しよう

とす る動きが本格化 し つ つ ある ｡ 特 に東南ア ジ ア諸国は日本と の プ ロ ジ ェ ク トの 可能性に強く

期待して い る ことば想像に難くない ｡

マ レ
ー

シ ア に つ い て は
､ 後述の 通り､ す で に いく つ か の C D M の 計画が立案され て い る｡ ま

た
､ 独立行政法人新 エ ネ ル ギ

ー
･ 産業技術総合開発機構 (N E D O ) が ､ 経済産業省及び マ レ

ー

シ ア天然資源環境省と共催で ､
C D M に 関す る セ ミ ナ

ー

を 開催す る (20 0 5 年 3 月 ･ ク ア ラ ル ン

プ ー

ル) な ど､ 日本 ･ マ レ
ー

シ ア 両国が､ C D M に 対 して強 い期待を寄せ て い る こ とが伺える ｡

2
.
C D M

(1) C D M の 概要

c D M と は
､ 京都議定書第 1 2 条に 基づ く制度で あり､ 共同実施 (第 6 条) ､ 排出量取引 (第

1 7 条) と並 ぶ 温室効果ガ ス排出単位の 国際的な移転メ カ ニ ズ ム ( 京都 メ カ ニ ズ ム) の
一 つ で

あ る｡ C D M は ｢ 附属書Ⅰ に掲げる締約国以外の 締約国が持続可能な開発を達成し及び条約の

究極的な目的に貢献する こ とを支援する こ と｣ 並びに ｢ 附属書Ⅰ に掲げる締約国が第三条の規

定に基づく排出の抑制及び削減に関する数量化された約束の遵守を達成す る こ と｣ を支援する

こ とを 目的とす る｡ こ の 目的を実現するた め に ､ ｢ 附属書Ⅰ に 掲げる締約国以外の 締約国は､

認証された排出削減量を生ずる事業活動から利益を得る｣ ( 同条 3 項 ( a)) と同時に ｢ 附属書Ⅰ

に掲げる締約国は､ 第三条 の 規定に基づく排出の抑制及び削減に 関する数量化された約束の
一

部の 遵守に 資す るため ､
( a) の 事業活動か ら生ず る認証された排出削減量を こ の 議定書の締約
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国の 会合と し て の 役割を果たす締約国会議が決定す ると こ ろ に従 っ て 用 い る こ とが で きる｣

( 同条 3 項 (b)) ｡

c D M の 最大 の 特徴として ､ 京都議定書の削減義務期間の 開始時 (20 0 8 年) はもとより ､ 発

効 ( 20 0 5 年) よ りも早 い段階､ す なわ ち 20 0 0 年か ら認証された事業活動を行う こと に よ っ て

得られ る排出削減単位を貯蓄 ( B a n k i n g) す る形 で京都議定書義務履行にカ ウ ン トす る ことが

で きる ( 同条第 10 項) ｡ こ の こ とからも､ 先進国間で 適用され る共同実施や排出量取引よりち

C D M を優先的に運用させた い と い う議定書の意図が読み取れる
(注 6)

0

(2) C D M の 流れ

C D M は､ 附属書Ⅰ国間で 排出単位を移動させる共同実施ある い は排出量取引と異なり､ 本

来議定書上の 排出削減義務を負わな い発展途上国 (非附属書Ⅰ国) で の事業から排出単位をカ

ウ ン トしようとするため
､ 中立的な第三者機関の監督が強く要請される｡ 京都議定書で は､ 議

定書締約国会合 ( c o p / M O P) の 権限及び指導に従い ､ 並 び に C D M に 関す る理事会の監督

を受ける ( 同条第4 項) こ とを規定する｡ ま た事業活動か ら生ず る排出削減量は ､ ( a) 関係締

約国が承認す る自発的な参加､ (b) 気候変動の緩和に関連する現実の ､ 測定可能なか つ 長期的

な利益､ な らび に ( c) 認証された事業活動が な い場合に 生ずる排出量の 削減に 追加的に生ずる

もの で あ ると い う条件を確保 しなければな らな いが ( 同条第 5 項) ､ そ の た め に C O P / M O P

が 指定す る運営組織 ( D O E) の 設立が不可欠で ある｡

C D M の 準備及び実施に 関して ､ 参加国 (附属書Ⅰ国および非附属書Ⅰ国) を含む関連主体

(機関) の 役割と機能を図式化す ると以下の よう に なる｡

A C D M 事業の計画策定(左図(令)

[事業者]
･ プロ ジェ クト参加者( 事業者) が､ プ ロジ

ェ クト設計書を作成｡

1 左園②

ら C D M 手業の承認

[投資国およぴホスト国]
･ 承認 の 手続と条件は各国の 裁量

※K P 上 の 目 的( 12 条2 項)

[投資国]K P 3 条の 遵守達成支援

[ホスト国]持続可能な発展の 達成

1 左 図③

C C D M 事業の有効化

[D O E] C D M の 適格性に つ い て要件審査

( 書面) を行い ､ 評 価｡

1 左 図④

D C D M 事業の登録

[E B] 有効事業を受理し､ 登録｡

C D M 事業 の準備
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E C D M 事業の モ ニタリン グ
[ 事業者] G H G 排出削減量 の 算定に必要 なモ ニ

タリングを実施｡

1 左 図⑤

F C E R の検証と旺証

[D O E]モ ニ タリン グ結果とそれ に基づく排 出削

減量を検証し､ 認証 ｡

認証要件(K P 12 条5 項)

( a)関係締約国が 承認 する自発 的参加

(b)気候 変動の 緩和 に関連す る現 実の
､ 測定

可能なか つ 長期 的な利 益

( c) 認証された事業活動 がない 場 合 に生 ずる

排 出量 の 削 減に追加 的に生ずるもの

1 左図⑥および⑦

G C E R の発行( 左園⑧)

[ E B] 排出削減 量 に相 当す るC E R を発行 ｡

H C E R の配 分( 左 園⑨)
･

発 行され たC E R のうち ､ 以 下が控除｡

途上 国支 援(2 % )
C D M の 制度運 用経費(2 % )

･

残 るC E R をホス ト国と事業参加者間で 分配 ｡

C D M 事業 の実施

3 .
マ レ ー シ ア に おける C D M

(1) C D M 事業 の現状と マ レ
ー

シ ア

第 1 7 回 C D M 理事会 (20 0 4 年 12 月) ま で に 審議され た C D M プ ロ ジ ェ ク トは
､
6 3 件で あ

る｡ ホ ス ト国と して は ､
ブ ラ ジ ル (1 3 件) ､ イ ン ド (1 3 件) ､ タイ (7 件) の 順に 多い ｡ 日本が

積極的に C D M 事業を行う フ ィ ー ル ドとし て は
､
ア ジ ア

､ 特 に東南ア ジ ア諸国で の プ ロ ジ ェ ク

トが想定されるが ､ 現時点で ､ ア ジ ア地域で の プ ロ ジ ェ ク トは
､
上述 の タイを除い て それほ ど

多くない ( イ ン ドネ シ ア 3 件､ ベ ト ナ ム 1 件) ｡ マ レ
ー

シ ア をホ ス ト国とす るプ ロ ジ ェ ク トも､

｢ パ -

ム オ イ ル 工 場 の バ イオ ガ ス プ ロ ジ ェ ク ト｣
`注7)
お よ び ｢ メ タ ン抽出 ･ 発電プ ロ ジ ェ ク

ト｣
(注8)
の 2 件 の み で ある ( い ず れも日本企業が関与) ｡ こ れ ま で ､ 日本政府及び日本企業が東

南ア ジ ア に対して 行 っ て きた経済協力及び技術協力に鑑みれば､ 京都議定書発効後､ こ れ ら の

地域で C D M 事業が活発に行われる こ とが予想される ｡

(2) マ レ ー

シ ア の産業構造

マ レ
ー

シ ア に おける国内総生産 ( G D P) お よ び就業人口の推移は次ペ ー ジの 通りで ある｡

マ レ
ー

シ ア は
､ 英連邦の構成国として 独立を達成す る以前か ら天然ゴ ム ､ す ず

､
近年重要性

を増して きた パ
ー ム 油 ( や し油) ､ 木材､ 石油な ど豊富な資源の輸出に 依存して きたが､ こ れ

ら 一

次産品は世界の 好不況の影響を受けやす い ため､ 政府 は 19 6 6 年 より数次にわ たり経済発

展五か年計画を実施し､ 生産物の 多角化と工業化に 努め て きた｡

そ の 結果､ 下記表で も明らかな よう に ､ 産業構造は､ 第 二次 (製造業) および第三次産業

(商業 ･ サ ー ビス業等) に シ フ トして きて い る ｡
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G D P 構成比 就業人目 比

1 9 6 5 1 98 0 2 0 0 3 l9 6 5 1 9 8 0 2 0 0 1

Eヨ■■■■■ヨ 3 l
_
5 2 2 . 2 8 . 7 5 2 .I 3 9_7 1 4 .8

鉱 業 . 採 石 9 .0 9 .2 7
_
2 2
.
5 I
.7 0 .4

国■■匹■■■ヨ 1 0 ,4 2 0 .2 3 0 .8 8 .3
1
1 5
.7 2 7 .4

国■■匹■■■ヨ 4 .I 4 .5 3
_
2 3
_
5 5_6

■

8 .2

商 業 . サ ー ビ ス 繋 1 5 ,3 l 2 .6 l 4 .3

l 5 .6 2 0 .5 3 8_6
金融 . 保険 . 不動産 6 .0 8 .2 1 5 .1

政 Tl
l

.f サ - ビ ス l 9. I 1 3 .0 7 .4 1 7. 1 13 .7 l O
.
6

そ の 他 サ ー ビ ス 4 .6/ l o t
.
l 3 .3

マ レ- シ ア 統 計局資料よ り

上述 の よ う[j: 現状ほ ､
マ レ ー シ ア の 工 業化 ･ 都市化 の一因となり､ 労働力 の農業離れ か ら､

い わ ゆ る ｢ マ レー ･

ジ レ ン マ ｣
■
-1 r-

L' ■

を 引き起 こ し た と い われる｡ い ず れ に せ よ ､ 硫極的な I T 戦

略が進め られ て い る こ と も あり
､ 今後も エ ネ ル ギ

ー

消費型 の 産葦構造か継続す る こと は間違 い

な い
o

も っ とも
､
米の生産に つ い て は

, 伝統的に マ レー人の小農経常が LP 心 で ､ 輯民地時代は諾要

の 3 0 % ほ どを満た す にす ぎ な か っ た , し か し独立後､ 多収穫性品種 の 採用 ､ 濯酒田､ ~二期作

田 の拡張が 行われ､ 現在 は 自給率 8 0 % を超える｡

(3) マ レ
ー

シ ア の エ ネ ルギ ー バ ラ ン ス とG H G 排出量

非附属書1 匡王で あ る マ レー シ ア は ､ 気1rj; 変動条約
_
L ､ G H G 排出 に 関す る国別報告書提出に

関して は ､ 義務 で は なく､ 努力規定に 過ぎな い E, しか し な が ら､ 2 0 0 0 年 7 月 ､ 自発的に事務

局に第 l [司報告書を提出した■
帥

｡

そ の 報告書に よ る と､ 1 9 9 4 年度 に おける マ レ- シ ア の エ ネ ル ギ ー

需給割合は 以1
{
の 通 り で

あ る o

Ill v d r o p o w e T 6 O/a

P e L r oI L
l

u m I
, .. O d u 亡tS 7 0i ,

F i g u r e 1 0 . P ri m a r y E n e r g y S u p pl y ( k [ o e) i n 1 9 9 4
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'
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S o ILr C 亡 : N a ti o n a l E n 亡r 邑Y 8 al a n c L1 1 9 9 4 . M E C M

F i
g
u r e l l
･ P ri m a r y E n e rg y D e m a n d b y S e c t o r s ( k t o e ) i n 1 9 9 4

こ の 結果か ら､ マ レー シ ア の産業構造か ､ 先進国と同様, 石油､ 天然 ガ ス を中心とする化T T
一

億半= こ よ っ て エ ネ ル ギ ー

が 生産され ､ 主 と し て 工業､ 輸送 に使用され て い る こ とかわかる ｡

ま た
､
G H G 排出冠に つ い て も ､

1 9 9 0 年 の 1 3 8 ( X I O O 万 ト ン C O 2 換算) か ら 19 9 4 年に は

1 4 4 ( 4 % 増) と増加傾IaJ に ある ｡ な お､ こ の 数値 は マ レ- シ ア の 豊富な森林に よ る G H G 吸収

を加味した 数値で あ る ｡

以 ヒの こ と か ら ､ マ レ ー シ ア に お い て も先進国と同様､ エ ネ ル ギー の 需給 バ ラ ン ス の 再検討

か球め られ､ そ の結果､ バ イ オ マ ス を は じめ とす る新規 エ ネ ル ギ
ー

の 需要が高ま る と思 われる o

4 . 今後 の 展望

上記 の ような分析か ら, さ し あ た り以'■F の こ と が導き出せ る ｡

ま ず
､ 京都議定書の発効前からす で に始動し て い た C D M 事業 は ､ 発効を倭に積極的に実施

に向け て動き出す こ とか予想され る ｡ そ の 際､ 京都議造語 の 削減義務を課され た 附属書Ⅰ国 の

LF ' で , 特 に不運守に陥る可能性 の 高 い E) 本 は ､ 培極的に C D M 事業を展開して 行か ぎるを得な

い 状況 に あ る
■
■モ1 い

,: 地理 的特性お よ ぴ これま で の 支援 の 畜敏か ら
,
ア ジ ア 特 に東南ア ジ ア に お

ける事業 の 立案が 期待され るか ､ 既 に い く つ か の 事業か展開され て い る タ イ
､
イ ン ドと比較し

て
､
マ レ

ー

シ ア は こ れ から C D M 事業を展開して い く上 で ｢ 市場と し て の 魅力｣ が あ る こ と は

間違 い な い D

ホ ス ト国とな る マ レ
ー

シ ア と し て も､ T . 裳 化お よ び都市化 の 過程 に よ る電力消費の 増加は不

可避的で あり､ そ の 結果 G H G の 排出増加に 対する対策が急務で ある ｡ そ の際､ 米輸出国で あ

る隣国タイ ほ どで は な い に せ よ､ ある 程度生産品の確保で きる籾改発電は､ バ イ オ マ ス や コ ジ ェ

ネ レ
ー

シ ョ ン な どと止 ん で ､ オ プ シ ョ ン の
一

つ と して 十分検討に偵す るD

た だ し
､ 以下 の 点 に博志す る必要が ある ｡

タ イ と比較して ､
マ レー シ ア は C D M に 対す る実

績が少な い G 冒頭の N E D O 主催の C D M に 関す る セ ミ ナー で も指摘され て い るが ､
マ レ ー シ

ア 政月利ま, C D M 委員会を立ち上 げ
､
c D M 政府承認体勢を構築するな ど､ C D M 事案 に 積極

的な姿勢を打ちH!r して い る が ､ 国内 の 指定運 営機関か設置で き て い な い な ど､ 実施の た め の イ

ン フ ラ は 今後の 展開に ゆ だ ね ら れ て い るo 今後は ､ マ レ
-

シ ア 国内で の情報を収集し､ 他国で

の経験を生か しなが ら
､
プ ロ ジ ェ ク トに必要な諸条件を整え､ 早期 に C D M プ ロ ジ ェ ク トを実

現 さ せ る こ と が
､
日 本､ マ レー シ ア両国に と っ て利益となる ( w i n- w i n ) 対策と考え られ る o

そ の 際 に は , マ レ
ー

シ ア 国内の研究機関と の 密接な連携も視野 に入れ る ペ き で あ ろ う
;
'l' i: ･
o
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7
.
おわ りに

京都議定書の 発効が 2 00 5 年 2 月 に確定 した こ と に伴 い ､ 中部電力がタイ で事業化 した籾殻

発電に よる C D M 事業を､ 隣国 で ある マ レ
-

シ ア で の 実施可能性に つ い て 基礎調査を行 っ た ｡

今後 の課題は､ 今回 の基礎的調査に基づく籾殻発電にかかわる諸事象に つ い て ､
現地調査

､

デ ー タ収集 ･ 分析 ･ 今後 の展望に つ い て 継続的に調査研究を行う ｡ 特 に ､ 稲作の 営農携帯及籾

殻の流通､ 行政組織の 内､ 稲作や籾殻の 流通にかかわる役割を担うメカ ニ ズ ム の 開明､ マ レ
ー

シ ア の経済の行方を左右す る華僑の 影響､ 多数を占める マ レ
ー

人の 農業を取り巻く影響､ タ イ

やイ ン ドネ シ ア など近隣諸国を巻き込む C D M の 状況及び課題に つ い て 重点的な調査研究を行

うこ とが必要不可欠となる｡

今回の調査結果に伴う今後の 課題として ､ 次の ような こ とが考え られる｡

① マ レ
-

シ ア の 米生産 ･ 販売 ･ 流通 に直接かかわる ､
マ レ ー シ ア 政府や自治体の組織体系及

び影響力の 的確な把握

② マ レ
ー

シ ア の 米生産の 中期 ･ 長期的予測

③籾殻を扱う中心的機構や人物の 把握

④ マ レ
ー

シ ア の農業分野に顕著な実績をあげて い る マ ラ ヤ大学及び u S M 大学 の研究者との

緊密なネ ッ ト ワ
ー

ク 構築

⑤c D M の 国際的動向の迅速 ･ 的確な分析

集中的な取り組みを行う必要の ある諸項目は次の よう で ある｡

(1) 籾殻流通状況の調査 ･ 評価

①地域別調達可能量 (生産量
･ 消費量 ･ 廃棄量) 調査

②年間安定調達可能性調査 (月別生産量
･ 生産業者数な ど)

③籾殻の 価額調査

④既存消費者との競合可能性調査

⑤参加可能な既存プ ロ ジ ェ ク ト ( 籾殻発電適任地) の特定

⑥有望プ ロ ジ ェ ク ト地点を中心と した籾殻流通 マ ッ プ の作成

⑦流通価額の調査及び購入価額の確定

⑧籾殻灰の購入先及び単価調査

(2) 籾殻発電に 関するC D M 政策の 調査

①持続可能な開発 へ の貢献可能と判断で きるク ライ テ リ ア の確認

②補助金制度の確認

③日本との 関係 ( 国 ･ 自治体 ･ 研究機関 ･ 企業 ･ N P O )

* 本研究 は､ 2 0 0 3 - 2 0 05 年科学研究補助金基盤研究 ( B ) ｢ 四 日市公害の 現代的評価 と東ア ジア ( 日 中韓 ロ)

の 国 際環境協力 (研究代表 上野達彦)｣ の 研究成果の
一

部で あ る｡

* 本研究 は､ 平成1 7年度 中部電力 との 共同研究の ｢ マ レ
ー

シ ア の 籾殻発電 の 可能性 に つ い て の 基礎研究調

査 ( プ ロ ジ ェ ク ト代表 朴 恵淑)｣ の 研究成果 に基 づ い て ま とめ た もの で あ る｡
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注

1 マ レ
ー

シ ア経済 の 概況や農業 の 概要 に つ い て は､ 主 に柴 田 (2 0 0 4) を参考 に した ｡

2 ht t p :// w w w . n e d o . g o .j p /k a n k o b u t s u /f o r eig n in fo / ht m 19 9 1 1/ 1 1 1 12 ･ h t m l を参照｡

3 D r . H a s s a n lb r a hi m ( マ レ ー

シ ア エ ネ ル ギ
ー セ ン タ

ー 最高 経営責任者 C E O ) へ の イ ン タ ビ ュ
ー

記事 を参考 に し た ( N S T 紙 2 0 0 3 年 6 月 1 5 日付) ｡

(注 4) 環境省 の 作成 し た資料 に よれ ば､ 気候変動枠組条約事務局 に提出 し た国別報告書 に よれ ば ､ 2 0 0 2

年 の G H G 排 出量 は､ 1 9 9 0 年比 で 7 .6 % 増加 して い る ｡ 2 0 0 3 年度の 速報値で も 8 .0 % の 増加で あ る｡

以 下 の ホ
ー ム ペ ー

ジ を 参 照 ｡
h t t p ‥// w w w . e n v . g o .j p / e a r t h / o n d a n k a /g h g /2 0 0 2 g h g . p d f お よ び

ht t p :// w w w ･ e n v ･ g o ･j p/ c o u n cil/0 6 e a r t h /y O 6 0- 2 4 / m a t O 2 ･ p d f

( 注 5) 京都議定書 の 公定訳 は､ ｢ 低排 出型 の 開発 の 制度｣ だ が､
一 般 的に ｢ ク リ ー ン 開発メ カ ニ ズ ム

( C D M ) ｣ と呼 ばれ て い るの で ､ 本報告書でも通称を使用す る｡

(注 6) 加藤久和 ｢ ク リ
ー

ン開発メ カ ニ ズ ム｣ 高村 ･ 亀山編 『京都議定書の 国際制度』( 信山社 ･ 2 0 0 2 年)

p .1 0 8 ｡

( 注 7) 管理番号 0 0 1 3 ｡ ㈱ エ ッ ク ス 都市研究所 と松下電器産業㈱

(注 8) 管理 番号 o O3 9 ｡ マ レ
ー

シ ア の B u m i bi o p o w e r . S d n . B h d の 発電事業に対 して ､ 三 菱証券㈱ が 日 本

で 投資家を探索中｡

(注 9) 食料の 輸入 拡大 と食料価格の 高騰か ら生 じ る不安定な国民経済の 状況を指す｡

( 注 1 0) h t t p :// u n fc c c . i n t /r e s o u r c e/ d o c s/n a t c/ m al n c l ･ p df

( 荏 l l) 京都議定書 に よ れ ば､ C D M に よ っ て 獲得で き る排出削減量 は､ 第 3 条 に基 づ く数量化さ れ た約

束の ｢ 一 部｣ の 遵守 で あ り (第 1 2 条 3 項 ( b)) ､ 共 同実施 お よ び 排出量取引 と同様､ 国内行動 の

｢ 補完的｣ 措置 で な け れ ば な らな い が ､ C O P 6 の 合意 ( ボ ン 合意) に より､ 定量的制約 で は なく､

遵守委員会促進部 に よ る対処に よ る定性的制約が課さ れ る こ とに な っ た ｡ T h e B o n n A g r e e m e r lt S O n

t h e l m pl e m e n t a t i o n o f B u e n o s A ir e s Pl a n o f A c t io n ヽ F C C C /C P /2 0 0 1 /5 ヽ p ･4 2 ･

( 注 12) 実際 に ､ 注 4 の プ ロ ジ ェ ク トで は ､ 日 本か ら 九州工業大学､ マ レ
ー シ ア か ら U n iv e r sit y P u t r a

M al a y sia が共 同計画 に参画 して い る｡

参考文献

G o h C h e n g L e o n g/ S o o F o n g B e n g (1 9 8 4) : M o d e r n C e r tifi c a t e g u i d e s S o u t h - E a st As i a S in g a p o r e ､ ( K y o d o

- s hi n s L o o n s P rin ti n g I n d u st ri e s P t e L t d) , O x f o r d U n iv e r sit y P r e s s , p ･1 5 4 . M a la y si a

I . F . T . W o n g ( 19 7 0) : P r e s e n t L a n d U se of ( M a k a y si a B a r at ) w e st M al a y sia 1 9 6 6 i/5 0 0 ,0 0 0 , M in ist r y o f

A g ric u lt u r e a n d la n d s M al a ァs la p ･6 1 ･

S oil S u r v e y D i v i si o n , S oils a n d a n a ly t i c al S e r v i c e s B r a n c h , D i v isi o n o f A g ri c u lt u r e , M i n i st r y o f A g ric u lt u r e

a n d F is h e ri e s ( 19 6 8) : R e c o n n a is s a n c e s o il m a p o r P e n i n s u l a r M al a y sia

T h e di r e c t o r g e n e r a l o f g e o l o gi c a
l s u r v e y M a l a y si a ( 1 9 8 5) : G e ol o g ic a l m a p o f P e n i n s u l a M al a y sia ･ 8

t h
E diti o n

野崎倫夫 ( 1 9 8 6) : 熱帯低湿地既耕地の 再開発 と利用｡ - マ レ イ シ ア ･ ム ダ港概地域 の 事情｡ 熱 帯農研集報､

N o .5 6
､
5 5 - 6 7 ｡

杉本勝男 ( 1 9 8 2) : マ レ ー シ ア 稲 二期作創始 に つ い て の 覚書｡ 熱帯農研集報､ N o .4 5 ､ 5 - 9 ｡

田 中真 吾 (1 9 7 5) : 地形区分図及 び西 マ レ ー シ ア生物資源環境地図説明書､ 科技庁資源調査所資料 3 3 号 ､

p .2 5 ｡

D at o
'

S e ri D r M a h a t hi r M o h a m a d( e d) ( 19 9 8) : T h e E n c y clo p e di a o f M a la y si a , V o l ･1 , T h e E n v i r o n m e n t ･

A r c h ip el a g o P r e s s , 1 4 4 p ･

O oi J im - B e e( e d) ( 19 7 9) : A t la s fo r Si n g a p o r e ･ C o llin s L o n g m a n , 1 3 9 p ･

籾殻発 電関係政府部門

M in ist r y o f A g ri c u lt u r e / 農業省
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M in ist ry o f E n e r g y , T el e c o m m u n c a ti o n a n d P o st / エ ネ ル ギ
ー 省

M in ist ry o f S c i e n c e , T e c h n o l o g y a n d E n v ir o n m e n t / 科学技術環境省

石 田 章 2 0 0 1 『マ レ ー シ ア 農業 の 政治力学』 日本経済評論社

柴 田明夫 2 0 0 4 マ レ ー シ ア に お け る食品 ( コ メ) 流 通､ 丸 紅経済研究所 ホ ー ム ペ ー ジ ｡ ( h t t p =// w w w .

m a r u b e n i . c o .j p/ r e s e a r c h/5 1i n d u st r y- w o rld - p d f/0 4 1 0 1 3 s hib a t a . p d f)

堀 内久太郎 ･ 小林 弘明編著 2 0 0 0 『東 ･ 東南 ア ジ ア農業の 新展開一中国 ･ イ ン ドネ シ ア
･ タ イ ･

マ レ ー シ

ア の 比較研究- 』 農林統計協会｡

M i n i st ry o f A g ric u lt u r e M a l a y sia 1 9 9 9 . T hi r d N a ti o n a l A g ri c u lt u r al P olic y (19 9 8 1 2 0 10) .

M o r o o k a
,
Y . e t a l . 19 9 6 . R e c e n t a d v a n c e s i n M al ay sia n ric e p r od u cti o n : di re ct s e edi n g c u lt u r e i n th e M u d a a r e a ･ M u d a

A g ric u lt u r al D e v el o p m e n t A u t h o rit y ( M A D A ) & J a p a n I n t e r n a ti o n a l R e s e a r c h C e n t e r f o r A g ri c u lt u r a l

S c ie n c e (J I R C A S) .

第1 回 マ レ ー シ ア籾殻状況調査日程

調査内容 : 1 . 米の 生産およ び脱穀 に関連する基礎資料の収集と分析｡

2
.
エ ネ ル ギ ー 政策 にかかわる基礎資料の収集と分析｡

3 .
マ レ

ー シ ア の環境政策に 関する資料の収集と分析｡

4
.
U S M ( マ レ

ー シ ア 理科大学) と の研究協力関係の確立｡ ( 同大学人文学部長ア

ブ ･ ク リ ブ博士 の ア レ ン ジ)

5 . ケ ダ ー

州 B E R N A S ( 米穀局) との 協力関係の 確立 ｡ ( 同局 ライ ス ･ コ ン サ ル タ

ン ト
､
ホ -

･ ナ イ ケ ン博士 が ア レ ン ジ)

3 月 1 日 ( 火) : 名古屋発- シ ン ガポ
ー

ル 計由一ペ ナ ン着｡

3 月 2 日 ( 水) : ペ ナ ン 理科大学 ( U S M ) 訪問｡ 人文学部長､ 学長､ 資源関係研究者との 交

流等､ 資料収集｡ ペ ナ ン発- ア ロ
ー

ス タ ー

着｡

3 月 3 日 ( 木) : 農業局訪問､ ホ
-

･ ナ イ ケ ン博士 ( ラ イ ス ･ コ ン サ ル タ ン ト) 及びケダ
ー

州

B E R N A S ( 米穀局) 局長等を訪問｡ 資料収集｡ 脱穀工場､ 農家や耕作地の

視察｡ ア ロ ー ス タ
ー

発- ジ ョ
- ジ タ ウ ン ( ペ ナ ン) 着｡

3 月 4 日 ( 金) : ペ ナ ン発- シ ン ガポ ー ル 着｡

3 月 5 日 ( 土) : シ ン ガ ポ
ー ル 発一名古屋着｡
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